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酪農トピックス／兵庫県酪農協が大学生を対象に「もぅ～もぅ～スクール」を
開催 （大阪）ほか

日本酪農見て歩紀（千葉県南房総市 庄司学牧場）
酪政連活動報告

酪農とのかけはし／
永井秀樹さん
 管理部だより

平成28年度 決算に向けて
カーフトップ50周年企画
カーフトップ：ユーザーインタビュー
会員概況調査より❶
平成28年度 監事・役職員研修会
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第６回
兵庫県光都農業改良
普及センター

自
分
の
仕
事
と
酪
農
と
の
か
か
わ
り

兵
庫
県
の
非
農
家
出
身
で
す
が
、
生

き
物
が
好
き
で
広
島
大
学
生
物
生
産
学

部
に
進
学
し
ま
し
た
。
卒
業
後
は
出
身

地
の
兵
庫
県
に
帰
る
と
の
思
い
か
ら
兵

庫
県
職
員
と
な
り
ま
し
た
。
最
初
の

勤
務
地
は
、
明
石
普
及
セ
ン
タ
ー
と
な

り
、
新
入
職
員
に
は
1
か
月
間
の
農
家

実
習
が
あ
り
ま
し
た
。
特
に
酪
農
に
こ

だ
わ
り
を
持
っ
て
い
た
わ
け
で
は
な
い

の
で
す
が
お
世
話
に
な
っ
た
の
が
た
ま

た
ま
酪
農
家
で
、
こ
の
こ
と
が
私
と
酪

農
と
の
か
か
わ
り
の
始
ま
り
と
な
り
ま

し
た
。
当
時
の
明
石
地
区
に
は
多
く
の

酪
農
家
が
あ
り
、
若
手
の
酪
農
家
と
の

つ
な
が
り
も
で
き
て
い
き
ま
し
た
。
彼

ら
と
最
初
に
取
組
ん
だ
こ
と
は
、
牛
群

「これからも西日本にあった情報や
技術を発信していく」

１
日
の
タ
イ
ム
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

の

20:00
▼

19:00
▼

8:30
▼

7:10
▼

出
　
　
勤

事
務
所
着

業
務
終
了

帰
　
　
宅

午
前
か
午
後
ど
ち
ら
か
で
、

現
地
で
指
導
や
相
談
に

応
じ
る
、研
修
会
の
開
催
や

参
加

（
今
は
一
週
間
に
三
回
程
度)

永
井 

秀
樹
さ
ん

の
個
体
管
理
を
行
う
た
め
牛
群
検
定
組

合
を
設
立
す
る
こ
と
で
し
た
。
そ
し
て
、

検
定
成
績
か
ら
こ
の
地
区
は
1
頭
当
た

り
の
乳
量
は
県
下
で
ト
ッ
プ
ク
ラ
ス
に

あ
る
こ
と
が
わ
か
り
ま
し
た
。
ま
た
、

ち
ょ
う
ど
そ
の
当
時
、
乳
脂
肪
分
率
の

取
引
基
準
が
３・
２
％
か
ら
３・５
％
に

永
な が い

井 秀
ひで き 

樹 さん
　兵庫県光都農業改良普及センター経営課長
　昭和60年3月広島大学生物生産学部卒業、同年兵庫県職
員に採用され、その後32年間に亘り農業改良普及業務（普及
指導員、専門技術員）として従事。

・専業農家や担い手農家への技術指導
　個々の農家が抱えている課題を一緒に克服していく。
・新規就農希望者に対する就農相談や支援
　技術習得のための指導者を見つける、農地を探す、資金調達の相談に乗る。
・6次産業化を目指す農家に対するサポート
　やり方やこだわりで先発者とは一味違う取り組みへとサポートする。

▲ 酪農家の相談に乗るためのデータ整理をする
　 永井課長
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酪
農
に
望
む
こ
と

１
戸
で
も
多
く
の
酪
農
家
に
経
営
を

継
続
し
て
い
っ
て
ほ
し
い
、
た
だ
続
け

る
だ
け
で
な
く
発
展
的
に
続
け
て
い
っ

て
ほ
し
い
で
す
。
雇
用
に
よ
る
大
規
模

経
営
も
あ
っ
て
も
い
い
で
す
が
、
家
族

経
営
で
し
っ
か
り
生
き
残
り
、
後
継
者

が
戻
っ
て
く
る
と
い
う
構
造
と
な
っ
て

ほ
し
い
で
す
。
い
ろ
ん
な
経
営
ス
タ
イ

ル
が
あ
っ
て
も
い
い
、
み
ん
な
が
同
じ

経
営
ス
タ
イ
ル
だ
っ
た
ら
も
し
何
か

あ
っ
た
時
に
全
滅
と
い
う
こ
と
に
も
な

り
か
ね
ま
せ
ん
。

酪
農
に
は
ま
だ
ま
だ
可
能
性
が
あ

り
ま
す
。「
乳
量
を
伸
ば
す
ぞ
」、「
高

品
質
な
生
乳
生
産
を
目
指
す
ぞ
」
と

そ
の
可
能
性
を
も
っ
と
も
っ
と
追
究

し
て
い
っ
て
ほ
し
い
で
す
。

引
き
上
げ
ら
れ
た
こ
と
も
あ
り
、
こ
れ

を
機
に
こ
の
乳
量
を
維
持
し
な
が
ら
乳

成
分
を
確
保
し
て
い
く
た
め
に
と
飼
料

設
計
を
含
め
た
エ
サ
に
つ
い
て
勉
強
を

始
め
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

そ
の
後
、
加
西
普
及
セ
ン
タ
ー
へ
移

動
と
な
り
、
こ
こ
で
は
、
つ
な
ぎ
か
ら

フ
リ
ー
ス
ト
ー
ル
（
個
体
管
理
か
ら
群

管
理
）
へ
の
変
換
に
立
ち
会
う
こ
と
と

な
り
ま
し
た
。
牛
の
行
動
、
牛
舎
構
造

や
Ｔ
Ｍ
Ｒ
飼
料
に
つ
い
て
か
か
わ
っ
て

い
く
な
か
で
、
乳
量
は
エ
サ
だ
け
で
は

な
い
、
カ
ウ
コ
ン
フ
ォ
ー
ト
が
大
切
だ

と
い
う
こ
と
を
学
び
、
つ
な
ぎ
や
フ

リ
ー
ス
ト
ー
ル
の
牛
舎
構
造
に
つ
い
て

勉
強
・
実
践
体
験
し
て
い
く
こ
と
と
な

り
ま
し
た
。

酪
農
は
、
奥
が
深
く
、
ど
ん
ど
ん
新

し
い
発
見
が
あ
り
、
そ
れ
に
つ
い
て
い

き
た
い
と
い
う
気
持
ち
は
あ
り
ま
す

が
、
今
は
以
前
の
よ
う
な
こ
と
が
で
き

な
い
立
場
に
あ
り
ま
す
。そ
の
な
か
で
、

今
一
番
思
っ
て
い
る
こ
と
は
、
酪
農
家

が
安
心
し
て
酪
農
が
で
き
る
環
境
を
作

る
、
そ
の
た
め
に
普
及
セ
ン
タ
ー
、
酪

農
協
や
関
係
機
関
が
連
携
し
、
い
つ
で

も
酪
農
家
の
い
ろ
ん
な
相
談
に
乗
れ
る

よ
う
な
プ
ラ
ッ
ト
ホ
ー
ム
を
作
る
こ
と

で
す
。
そ
し
て
、
そ
の
役
割
を
果
た
し

て
い
き
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

酪
農
の
魅
力

酪
農
と
は
、家
族
で
生
き
物
を
育
て
、

一
緒
に
な
っ
て
生
活
し
て
い
る
、
そ
し

て
、
そ
の
中
に
い
ろ
ん
な
要
素
が
詰

ま
っ
て
い
る
と
い
う
と
こ
ろ
に
面
白
味

が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
技
術
が
オ
ー
プ

ン
で
科
学
的
に
原
因
を
突
き
詰
め
る
姿

勢
が
あ
り
ま
す
。
今
ま
で
と
は
１
８
０

度
違
う
こ
と
が
わ
か
っ
た
り
す
る
こ
と

も
あ
り
ま
す
。
新
し
い
情
報
や
技
術

は
、
酪
農
家
に
実
践
し
て
も
ら
う
こ
と

で
酪
農
家
の
技
術
改
善
と
な
っ
て
い
き

ま
す
。
酪
農
家
と
一
緒
に
な
り
技
術
を

高
め
て
い
く
と
こ
ろ
に
面
白
味
や
魅
力

を
感
じ
て
い
ま
す
。

　みなさんが生産している生乳は他の農作物と違い差別化しにくい生産物です。それゆえ、みんなで進
んでいくんだという気持ちをこれからも持ち続けてください。
　酪農経営にこれというものはなく、地域・地域にあった規模や経営スタイルがあり、それに必要な情
報や技術があります。新しい情報や技術はこれからもいろいろ出てくると思いますが、そのなかから地
域にあった情報や技術を選択し、それらをもとに地域にあった技術に作り上げていくことが大切です。
これからも西日本にあった情報や技術を発信していきます。

全 国
一言
の酪農

家に

！

▲ 新しい情報や技術を発信する永井課長

▲ 酪農家と一緒になって課題に取り組む永井課長



　
法
人
税
関
連
　

　

改
正
項
目
１　

  

法
人
税
率
の
引
下
げ

【
チ
ェ
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト
】

　

◆�

法
人
税
の
税
率
が
23
・9
％
か
ら
23・
2
％
（
平
成
28
年
４
月
１
日
か
ら
平
成
30

年
3
月
31
日
ま
で
の
間
に
開
始
す
る
事
業
年
度
に
つ
い
て
は
、
23
・
4
％
）
に

引
き
下
げ
ら
れ
ま
し
た
。

　

◆���

中
小
法
人
（
資
本
金
１
億
円
以
下
の
法
人
）
等
に
適
用
さ
れ
る
軽
減
税
率
（
19
％
）

の
見
直
し
は
な
い
こ
と
か
ら
、
当
該
法
人
税
率
19
％
は
変
わ
り
ま
せ
ん
。
な
お
、

租
税
特
別
措
置
法
に
よ
る
特
例
措
置
（
年
所
得
額
８
０
０
万
円
以
下
の
部
分
の

法
人
税
率
19
％
→
15
％
）
に
つ
い
て
は
、
特
段
の
見
直
し
は
行
わ
れ
て
い
な
い

こ
と
か
ら
、
そ
の
適
用
期
限
は
平
成
29
年
3
月
31
日
ま
で
の
間
に
開
始
す
る
事

業
年
度
ま
で
と
な
り
ま
す
（
な
お
、
当
該
適
用
期
限
に
つ
い
て
は
、 

後
掲
「
Ⅱ　

平
成
29
年
度
税
制
改
正
に
つ
い
て
」
の
項
を
参
照
く
だ
さ
い
）。

　

◆�

前
記
に
よ
り
、
私
た
ち
農
業
協
同
組
合
に
つ
い
て
も
現
行
の
法
人
税
率
（
19
％

〈
た
だ
し
、
年
所
得
額
８
０
０
万
円
以
下
の
部
分
は
15
％
〉）
が
当
年
度
も
そ
の

ま
ま
維
持
さ
れ
ま
す
。　
　

　

◆�

法
人
税
率
の
引
下
げ
に
加
え
、
法
人
事
業
税
の
外
形
標
準
課
税
適
用
法
人
の
所

得
割
税
率
及
び
地
方
法
人
特
別
税
率
が
改
正
さ
れ
、当
該
合
計
税
率
が
３
・
６
％

（
改
正
前
：
４
・
８
％
）
に
引
き
下
げ
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
　

�　

な
お
、
私
た
ち
農
業
協
同
組
合
は
、
法
人
事
業
税
に
つ
き
所
得
を
課
税
標
準

と
す
る
法
人
に
該
当
す
る
こ
と
か
ら
、
事
業
税
率
は
４
・
６
％
（
標
準
税
率
適

用
か
つ
軽
減
税
率
不
適
用
法
人
）
地
方
法
人
特
別
税
率
は
43
・
2
％
と
、
前
年

度
と
変
更
は
あ
り
ま
せ
ん
。

Ⅰ　

税
制
改
正
関
係

Ⅰ　

平
成
28
年
度
税
制
改
正
の
概
要　

　

平
成
28
年
度
税
制
改
正
の
う
ち
、
当
年
度
決
算
に
影
響
を
及
ぼ
す
と
み
ら
れ
る
主

要
項
目
を
、
昨
年
同
様
リ
ス
ト
ア
ッ
プ
形
式
で
改
正
ポ
イ
ン
ト
の
み
一
覧
掲
載
し
て

い
ま
す
の
で
、こ
れ
に
よ
り
改
正
内
容
の
概
要
把
握
と
再
確
認
を
行
っ
て
く
だ
さ
い
。

　本年も 3 月となり、当年度の経営活動の総括た
る決算期を迎えようとしています。そこで、“本 3
月号”では、例年、「年度決算事前準備特集」とし
て本誌での定番企画となりました当年度決算実施に
当たっての会計・税務上の留意事項の解説を中心と
した「平成 28 年度決算に向けて」をお届けします。
　なお、本稿では、平成 29 年 3 月期決算組合を
前提としていますので、当該期以外の決算期となる
会員の皆さまはご留意ください。また、紙面の都合
上、該当法令名及び適用条項についての記載を割
愛していますので予めご了承ください。

平成28年度
決算に向けて
平成29年3月期決算実務における
会計・税務上の留意点

管理部だより

Ⅰ
平
成
28
年
度
税
制
改
正
の
概
要
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【
適
用
時
期
等
】

　

本
税
率
改
正
の
適
用
時
期
は
、
平
成
28
年
４
月
１
日
以
後
開
始
す
る
事
業
年
度
か

ら
と
な
っ
て
い
ま
す
。

  

改
正
項
目
２　

  

欠
損
金
の
繰
越
控
除
に
係
る
改
正

【
チ
ェ
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト
】

　

◆�

中
小
法
人
等
以
外
の
普
通
法
人
の
青
色
欠
損
金
の
控
除
限
度
額
が
、
欠
損
金
控

除
前
の
所
得
の
金
額
の
１
０
０
分
の
60
相
当
額
（
改
正
前
：
１
０
０
分
の
65
相

当
額
）
に
引
き
下
げ
ら
れ
ま
し
た
。

　

◆�

災
害
に
よ
る
損
失
金
の
控
除
限
度
額
に
つ
い
て
も
前
記
と
同
様
に
引
き
下
げ
ら

れ
て
い
ま
す
。

　

◆�

中
小
法
人
等
（
私
た
ち
農
業
協
同
組
合
も
含
ま
れ
ま
す
）
に
つ
い
て
は
、
従
前

ど
お
り
所
得
の
金
額
全
額
の
損
金
算
入
が
認
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

◆�

な
お
、
経
営
再
建
中
の
法
人
や
新
設
法
人
に
つ
い
て
も
中
小
法
人
等
と
同
様
の

措
置
が
受
け
ら
れ
る
特
例
が
昨
年
度
税
制
改
正
で
創
設
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
　

※��

中
小
法
人
等
以
外
の
普
通
法
人
の
各
事
業
年
度
に
お
け
る
欠
損
金
の
控
除
限

度
割
合
に
つ
い
て
は
、
次
の
と
お
り
段
階
的
に
引
き
下
げ
ら
れ
る
こ
と
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　
　
　

☆�

平
成
29
年
４
月
１
日
～
平
成
30
年
３
月
31
日
ま
で
の
間
に
開
始
す
る
事
業

年
度
：
55
％

　
　
　

☆
平
成
30
年
４
月
１
日
か
ら
開
始
す
る
事
業
年
度
：
50
％

　

◆�

青
色
欠
損
金
お
よ
び
災
害
損
失
金
等
の
繰
越
期
間
が
10
年
（
改
正
前
：
９
年
）

に
延
長
さ
れ
ま
し
た
。

【
適
用
時
期
等
】

　

欠
損
金
の
控
除
限
度
額
の
改
正
は
、
平
成
28
年
４
月
１
日
以
後
開
始
す
る
事
業
年

度
か
ら
適
用
さ
れ
、
欠
損
金
等
の
繰
越
期
間
の
延
長
は
、
平
成
30
年
４
月
１
日
以
後

開
始
す
る
事
業
年
度
に
お
い
て
生
じ
た
欠
損
金
等
に
つ
い
て
適
用
さ
れ
ま
す
。

　

※�

な
お
、
前
記
欠
損
金
等
の
繰
越
期
間
の
延
長
に
伴
い
、
当
該
繰
越
制
度
の
適
用

に
係
る
帳
簿
書
類
の
保
存
要
件
に
つ
い
て
も
同
様
に
、
保
存
期
間
が
10
年
（
改

正
前
：
９
年
）
に
延
長
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

改
正
項
目
３　
　

減
価
償
却
制
度
の
改
正

【
チ
ェ
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト
】

　

◆�

平
成
28
年
４
月
１
日
以
後

に
取
得
す
る
建
物
附
属
設

備
及
び
構
築
物
並
び
に
鉱

業
用
減
価
償
却
資
産
の
う

ち
建
物
、
建
物
附
属
設
備

及
び
構
築
物
の
減
価
償
却

の
方
法
に
つ
い
て
定
率
法

が
廃
止
さ
れ
ま
し
た
。

　
　

�　

こ
の
こ
と
に
よ
り
、
改

正
前
後
の
選
定
で
き
る

償
却
方
法
及
び
そ
の
適
用

関
係
を
対
照
表
示
す
れ
ば

下
表
の
と
お
り
と
な
り
ま

す
。

　

◆�

本
改
正
に
伴
う
「
建
物
附

属
設
備
及
び
構
築
物
」
に

係
る
償
却
方
法
の
届
出
に

つ
い
て
は
、
そ
の
償
却
方

法
が
定
額
法
の
み
と
さ
れ

た
こ
と
か
ら
、
届
出
は
不

要
と
さ
れ
ま
し
た
。
し
た

資産の区分
選定をすることができる償却方法
改正前 改正後　

建物 定額法 定額法

建物附属設備及び構築物 定額法又は定率法 定額法

機械及び装置、船舶、航空機、車両及び運搬具、
工具並びに器具及び備品 定額法又は定率法 定額法又は定率法

鉱業用減価償却資産

建物、建物附属設備
及び構築物

定額法、定率法又は
生産高比例法 定額法又は生産高比例法

上記以外 定額法、定率法又は
生産高比例法

定額法、定率法又は
生産高比例法

無形固定資産及び生物 定額法 定額法

鉱業権 定額法又は生産高比例法 定額法又は生産高比例法

リ－ス資産 リ－ス期間定額法 リ－ス期間定額法
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が
い
ま
し
て
、
こ
れ
ら
の
減
価
償
却
資
産
に
つ
い
て
は
、
取
得
し
た
日
に
お
い

て
定
額
法
を
選
定
し
た
も
の
と
み
な
さ
れ
ま
す
（
な
お
、
鉱
業
用
減
価
償
却
資

産
の
う
ち
建
物
、
建
物
附
属
設
備
及
び
構
築
物
に
つ
い
て
は
確
定
申
告
書
等
の

提
出
期
限
ま
で
に
「
減
価
償
却
資
産
の
償
却
方
法
の
届
出
」
を
納
税
地
の
所
轄

税
務
署
長
に
届
出
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
）。

　

◆�

本
改
正
に
よ
り
、
平
成
28
年
４
月
１
日
以
後
に
建
物
附
属
設
備
及
び
構
築
物
に

対
し
て
行
わ
れ
た
資
本
的
支
出
に
つ
い
て
は
、
以
下
の
と
お
り
の
取
扱
い
と
な

り
ま
す
の
で
、
減
価
償
却
費
計
上
に
当
た
り
留
意
が
必
要
で
す
。

　
　

①�　

原
則
と
し
て
新
規
資
産
の
取
得
と
み
な
し
て
“
定
額
法
”
が
適
用
さ
れ
ま

す
。
つ
ま
り
、
既
存
の
建
物
附
属
設
備
及
び
構
築
物
に
対
し
て
平
成
28
年
４

月
１
日
以
後
に
資
本
的
支
出
を
行
っ
た
場
合
は
、
新
規
資
産
の
取
得
と
み
な

し
て
定
額
法
に
よ
り
償
却
す
る
こ
と
が
原
則
と
な
り
ま
す
。
し
た
が
い
ま
し

て
、
既
存
の
建
物
附
属
設
備
及
び
構
築
物
が
定
率
法
適
用
で
あ
っ
て
も
、
そ

れ
ら
に
対
し
て
平
成
28
年
４
月
１
日
以
後
に
資
本
的
支
出
を
行
っ
た
場
合

は
、
定
額
法
が
適
用
さ
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

　
　

②�　

た
だ
し
、
平
成
19
年
３
月
31
日
以
前
に
取
得
さ
れ
た
建
物
附
属
設
備
及
び

構
築
物
（
つ
ま
り
“
旧
定
率
法
”
又
は
“
旧
定
額
法
”
適
用
資
産
）
に
対
し
て

行
わ
れ
た
資
本
的
支
出
に
対
し
て
は
、
特
例
と
し
て
既
存
の
建
物
附
属
設
備

及
び
構
築
物
の
取
得
価
額
に
資
本
的
支
出
の
金
額
を
加
算
し
て
、
一
体
と
し
て

旧
償
却
方
法
で
償
却
計
算
を
行
う
こ
と
が
認
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
当
該
特
例

は
、
平
成
28
年
４
月
１
日
以
後
に
行
わ
れ
た
資
本
的
支
出
で
あ
っ
て
も
そ
の

適
用
が
認
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
　

③�　

し
た
が
い
ま
し
て
、
建
物
附
属
設
備
及
び
構
築
物
に
対
し
て
平
成
28
年
４

月
１
日
以
後
に
資
本
的
支
出
を
行
っ
た
場
合
、
前
記
②
の
特
例
の
適
用
が
認

め
ら
れ
る
も
の
以
外
は
前
記
①
の
原
則
の
適
用
と
な
り
ま
す
。

　

◆�

本
改
正
に
伴
い
減
価
償
却
方
法
の
変
更
が
生
じ
る
場
合
（
定
率
法 

→ 

定
額
法
）

は
企
業
会
計
上
の
取
扱
い
と
し
て
、“
会
計
方
針
の
変
更
”
と
な
る
こ
と
か
ら

当
年
度
決
算
財
務
諸
表
の
作
成
に
当
た
り
必
要
な
「
注
記
」
が
求
め
ら
れ
る
こ

と
と
な
り
ま
す
が
、こ
れ
に
つ
い
て
は
後
掲
の
「
Ⅱ　

会
計
の
改
正
事
項
関
係
」

に
て
解
説
い
た
し
ま
す
。

【
適
用
時
期
等
】

　

平
成
28
年
４
月
１
日
以
後
に
取
得
を
さ
れ
た
減
価
償
却
資
産
に
係
る
本
改
正
内
容

は
、
同
日
以
後
に
終
了
す
る
事
業
年
度
の
償
却
限
度
額
計
算
に
つ
い
て
適
用
さ
れ
、

同
日
前
に
終
了
し
た
事
業
年
度
の
償
却
限
度
額
計
算
に
つ
い
て
は
、
従
来
ど
お
り
適

用
さ
れ
ま
す
。

　

租
税
特
別
措
置
法
関
連　

  

改
正
項
目
４　
　

�

中
小
企
業
者
等
の
少
額
減
価
償
却
資
産
の
取
得
価
額
の
損
金
算

入
特
例
制
度
の
整
備

【
チ
ェ
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト
】

　

◆�

本
制
度
は
、
中
小
企
業
者
等
が
、
平
成
18
年
４
月
１
日
か
ら
平
成
28
年
３
月
31

日
ま
で
の
間
に
い
わ
ゆ
る
少
額
減
価
償
却
資
産
（
取
得
価
額
が
30
万
円
未
満
で

あ
る
減
価
償
却
資
産
で
一
定
の
も
の
）
を
取
得
又
は
製
作
若
し
く
は
建
設
（
以

下
、「
取
得
等
」
と
い
う
）
を
し
、
か
つ
、
そ
の
中
小
企
業
者
等
の
事
業
の
用

に
供
し
た
場
合
に
、
そ
の
事
業
の
用
に
供
し
た
日
を
含
む
事
業
年
度
に
お
い
て

そ
の
取
得
価
額
に
相
当
す
る
金
額
を
損
金
経
理
し
た
と
き
は
、
そ
の
損
金
経
理

し
た
金
額
を
損
金
算
入
で
き
る
と
す
る
も
の
で
す
。

　

◆�
本
制
度
の
適
用
期
限
が
２
年
延
長
さ
れ
ま
し
た
。

　

◆�
適
用
対
象
法
人
と
な
る
中
小
企
業
者
等
に
つ
い
て
、
常
時
使
用
す
る
従
業
員
の

数
が
１
，０
０
０
人
以
下
の
法
人
に
限
定
さ
れ
ま
し
た
。

　

※�

な
お
、
前
記
の
従
業
員
基
準
の
判
定
時
期
に
つ
い
て
は
、
そ
の
法
人
が
該
当
資

産
の
取
得
等
を
し
た
日
及
び
事
業
の
用
に
供
し
た
日
の
現
況
に
よ
り
行
う
こ
と

が
原
則
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
従
業
員
数
の
変
動
は
日
常
的
に
生
じ
う

管理部だより
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る
こ
と
や
事
務
負
担
の
配
慮
の
観
点
か
ら
、
法
人
が
期
末
時
の
現
況
に
て
１
，

０
０
０
人
以
下
と
判
定
し
た
場
合
に
は
、
そ
の
事
業
年
度
を
通
じ
て
従
業
員
数

基
準
を
満
た
し
て
い
る
も
の
と
認
め
る
旨
が
通
達
に
よ
り
明
ら
か
に
さ
れ
て
い

ま
す
。
た
だ
し
、
中
小
企
業
者
の
要
件
で
あ
る
資
本
金
１
億
円
以
下
で
あ
る
か

ど
う
か
の
判
定
は
、
該
当
資
産
の
取
得
日
及
び
事
業
供
用
日
で
あ
る
こ
と
に
留

意
が
必
要
で
す
。

【
適
用
時
期
等
】

　

本
改
正
の
適
用
時
期
は
、
平
成
28
年
４
月
１
日
以
後
に
取
得
等
し
た
少
額
減
価
償

却
資
産
に
つ
い
て
、
適
用
さ
れ
、
同
日
前
に
取
得
等
さ
れ
た
当
該
資
産
に
つ
い
て
は
、

従
来
ど
お
り
適
用
さ
れ
ま
す
。

  

改
正
項
目
５　
　

生
産
性
向
上
設
備
投
資
促
進
税
制
の
廃
止

【
チ
ェ
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト
】

　

◆�

本
制
度
は
、
生
産
性
の
向
上
に
資
す
る
先
端
設
備
の
導
入
、
生
産
ラ
イ
ン
や
オ

ペ
レ
ー
シ
ョ
ン
の
刷
新
、
改
善
の
た
め
の
設
備
投
資
に
対
す
る
税
制
支
援
（
当

該
資
産
の
取
得
に
対
す
る
特
別
償
却
ま
た
は
税
額
控
除
等
）
を
行
い
、
企
業
内

部
に
お
け
る
設
備
の
新
陳
代
謝
を
活
性
化
す
る
と
と
も
に
、
民
間
投
資
を
活
性

化
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
平
成
26
年
度
税
制
改
正
に
お
い
て
創
設
さ
れ
た

も
の
で
す
。

　

※�

本
制
度
の
概
要
に
つ
い
て
は
、「
本
誌
平
成
27
年
３
月
号
」
に
て
紹
介
し
て
い

ま
す
の
で
、
ご
参
照
く
だ
さ
い
。

　

◆�

本
制
度
が
適
用
期
限
の
到
来
を
も
っ
て
廃
止
さ
れ
ま
し
た
。

【
適
用
時
期
等
】

　

本
制
度
の
適
用
期
限
は
、
当
該
資
産
を
平
成
29
年
３
月
31
日
ま
で
に
取
得
し
事
業
の

用
に
供
し
た
場
合
と
さ
れ
て
い
ま
す
の
で
、
当
年
度
末
を
も
っ
て
廃
止
と
な
り
ま
す
。

　

本
制
度　
　
　

  

中
小
企
業
等
投
資
促
進
税
制
に
お
け
る
上
乗
せ
措
置
の　
　

　

関
連
項
目　
　

  

期
限
到
来

【
チ
ェ
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト
】

　

◆�

本
制
度
の
創
設
に
併
せ
、
い
わ
ゆ
る
「
中
小
企
業
等
投
資
促
進
税
制
」
に
お
い
て
、
一
定

の
要
件
を
満
た
す
場
合
に
、上
乗
せ
措
置
が
適
用
で
き
る
制
度
の
拡
充
が
講
じ
ら
れ
ま
し

た
。
す
な
わ
ち
、
中
小
企
業
者
等
が
、平
成
26
年
１
月
20
日
か
ら
平
成
29
年
３
月
31
日

ま
で
の
期
間
に
お
い
て
、「
中
小
企
業
等
投
資
促
進
税
制
」の
対
象
と
な
る
特
定
機
械
装

置
等
の
う
ち
、本
制
度
（
生
産
性
向
上
設
備
投
資
促
進
税
制)

に
規
定
す
る
特
定
生

産
性
向
上
設
備
等
の
要
件
を
満
た
す
資
産
を
取
得
等
し
、事
業
の
用
に
供
し
た
場
合

に
、上
乗
せ
措
置
（
左
記  

※�

注
）
を
適
用
で
き
る
と
い
う
も
の
で
す
。

　
（
※�

注
）
特
定
中
小
企
業
者
等 

　
　
　
　
　
　

→ �

取
得
価
額
の
即
時
償
却
又
は
そ
の
10
％
相
当
額
の
法
人
税
額
特

別
控
除
と
の
選
択
適
用

　
　
　
　

  

特
定
中
小
企
業
者
以
外
の
中
小
企
業
者 

　
　
　
　
　
　

→ �

取
得
価
額
の
即
時
償
却
又
は
そ
の
７
％
相
当
額
の
法
人
税
額
特

別
控
除
と
の
選
択
適
用

　

◆�

当
該
上
乗
せ
措
置
に
つ
い
て
、
本
年
度
末
（
平
成
29
年
３
月
31
日
）
を
も
っ
て

そ
の
適
用
期
限
が
到
来
と
な
り
ま
す
（
今
後
の
取
扱
い
に
つ
い
て
は
、後
掲
「
Ⅱ 

平
成
29
年
度
税
制
改
正
に
つ
い
て
」
の
項
を
参
照
く
だ
さ
い
）。

  
改
正
項
目
６　
　

交
際
費
等
の
損
金
不
算
入
制
度
の
延
長

【
チ
ェ
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト
】

　

◆�

こ
の
制
度
は
、
法
人
が
平
成
26
年
４
月
１
日
か
ら
平
成
28
年
３
月
31
日
ま
で
の

間
に
開
始
す
る
事
業
年
度
に
お
い
て
支
出
す
る
交
際
費
等
の
額
の
う
ち
接
待
飲

食
費
の
50
％
相
当
額
を
超
え
る
部
分
の
金
額
は
、
そ
の
事
業
年
度
の
所
得
の
金

額
の
計
算
上
、
損
金
の
額
に
算
入
し
な
い
と
い
う
も
の
で
す
。
た
だ
し
、
中
小
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改
正
項
目
８　
　

消
費
税
増
税
延
期
に
伴
う
措
置
関
連

【
チ
ェ
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト
】

　

◆�

昨
秋
、
消
費
税
の
税
率
10
％
へ

の
引
上
げ
措
置
が
、
当
初
（
平

成
29
年
４
月
１
日
）
よ
り
平
成

31
年
10
月
１
日
に
２
年
６
ヵ
月

延
期
さ
れ
た
こ
と
に
伴
い
、
法

人
住
民
税
法
人
税
割
の
税
率
引

下
げ
及
び
地
方
法
人
税
の
税
率

引
上
げ
、
地
方
法
人
特
別
税
の

廃
止
と
法
人
事
業
税
へ
の
復
元

に
つ
い
て
も
、
平
成
31
年
10
月

１
日
以
後
に
開
始
す
る
事
業
年

度
か
ら
の
適
用
と
改
め
ら
れ
ま

し
た
。

　

◆�

本
改
正
に
よ
る
各
税
の
適
用
時

期
別
の
適
用
税
率
を
下
表
に
記

し
て
お
き
ま
す
の
で
、
ご
参
照

く
だ
さ
い
。（
た
だ
し
、
当
該

適
用
税
率
は
、
標
準
税
率
適
用

か
つ
軽
減
税
率
不
適
用
法
人
に

つ
い
て
の
限
定
記
載
で
す
の

で
、
詳
細
に
つ
い
て
は
、
各
地

方
自
治
体
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
等

で
ご
確
認
く
だ
さ
い
。）

平成28年4月1日から平成31年
9月30日までの間に開始する
事業年度

平成31年10月1日以後開始する
事業年度

外形標準課税
適用法人

地方法人税 4.4％ 10.3％

法人住民税 都道府県民税 3.2％ 1.0％
市町村民税 9.7％ 6.0％

事業税（所得割） 0.7％ 3.6％
地方法人特別税 所得割（標準税率）×414.2％ －

外形標準課税
適用外法人

地方法人税 4.4％ 10.3％

法人住民税 都道府県民税 3.2％ 1.0％
市町村民税 9.7％ 6.0％

事業税
（所得割）

普通法人等 6.7％ 9.6％
協同組合等
特別法人 4.6％ 6.6％

地方法人特別税 所得割（標準税率）×43.2％ －

法
人
に
つ
い
て
は
、
い
わ
ゆ
る
定
額
控
除
限
度
額
（
８
０
０
万
円
）
の
損
金
算

入
特
例
と
の
選
択
適
用
が
で
き
ま
す
。

　

◆�
当
該
制
度
の
適
用
期
限
が
２
年
延
長
さ
れ
ま
し
た
。

【
適
用
時
期
等
】

　

当
該
制
度
の
適
用
期
限
は
、
平
成
30
年
３
月
31
日
ま
で
の
間
に
開
始
す
る
事
業
年

度
ま
で
延
長
さ
れ
ま
し
た
の
で
、
当
年
度
に
つ
い
て
も
適
用
対
象
と
な
り
ま
す
。

　

地
方
税
関
連　

  

改
正
項
目
７　
　

外
形
標
準
課
税
の
見
直
し

【
チ
ェ
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト
】

　

◆�

前
記
「
法
人
税
関
連
・
改
正
項
目
１
」
に
記
載
し
た
と
お
り
、
外
形
標
準
課
税

適
用
法
人
（
資
本
金
の
額
ま
た
は
出
資
金
の
額
が
１
億
円
超
の
普
通
法
人
）
の

法
人
事
業
税
率
が
改
正
さ
れ
ま
し
た
。

　

◆�

外
形
標
準
課
税
適
用
法
人
の
法
人
事
業
税
率
改
正
に
伴
い
、
当
該
法
人
の
地
方

法
人
特
別
税
の
税
率
が
引
き
上
げ
ら
れ
ま
す
。
本
改
正
は
、
前
記
の
外
形
標
準

課
税
適
用
法
人
の
法
人
事
業
税
の
改
正
に
よ
り
、
法
人
事
業
税
の
ウ
ェ
イ
ト
が

所
得
割
か
ら
付
加
価
値
割
お
よ
び
資
本
割
に
シ
フ
ト
し
所
得
割
の
税
率
が
引
き

下
げ
ら
れ
る
た
め
、
地
方
法
人
特
別
税
の
税
源
が
減
少
し
な
い
よ
う
に
す
る
た

め
の
改
正
で
す
。

　

◆�

私
た
ち
農
業
協
同
組
合
は
、
外
形
標
準
課
税
適
用
法
人
に
は
該
当
し
な
い
た
め
、

本
改
正
の
影
響
は
受
け
ま
せ
ん
。

　
（
※�

注
）�

各
法
人
別
の
法
人
事
業
税
及
び
地
方
法
人
特
別
税
の
適
用
税
率
の
詳
細
に

つ
い
て
は
、
各
地
方
自
治
体
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
等
で
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

【
適
用
時
期
等
】

　

本
改
正
は
、平
成
28
年
４
月
１
日
以
後
開
始
す
る
事
業
年
度
か
ら
適
用
さ
れ
ま
す
。

管理部だより
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改
正
項
目
９　
　

�

中
小
事
業
者
等
が
特
定
設
備
等
を
取
得
し
た
場
合
の　
　
　
　

固
定
資
産
税
の
軽
減
措
置

【
チ
ェ
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト
】

　

◆�

中
小
事
業
者
等
が
、中
小
企
業
の
新
た
な
事
業
活
動
の
促
進
に
関
す
る
法
律
の
一
部

を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
日(

平
成
28
年
７
月
１
日)

か
ら
平
成
31
年
３
月
31
日
ま

で
の
間
に
お
い
て
、
同
法
に
規
定
す
る
認
定
経
営
力
向
上
計
画
に
基
づ
い
て
取
得
し

た
経
営
力
向
上
設
備
等
に
該
当
す
る
機
械
装
置
に
係
る
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
最
初

の
３
年
間
の
固
定
資
産
税
に
限
り
２
分
の
１
に
軽
減
す
る
措
置
が
講
じ
ら
れ
ま
し
た
。

　

◆�

対
象
と
な
る
「
中
小
事
業
者
等
」
に
該
当
す
る
も
の
の
範
囲
（
農
業
協
同
組
合

で
あ
る
こ
と
の
み
を
も
っ
て
本
制
度
の
対
象
と
は
な
ら
な
い
点
に
注
意
が
必
要

で
す
）
及
び
そ
の
他
の
適
用
要
件
等
の
詳
細
に
つ
い
て
は
、
中
小
企
業
庁
か
ら

公
表
さ
れ
て
い
る
「
経
営
力
向
上
計
画
策
定
・
活
用
の
手
引
き
」
に
て
個
別
に

ご
確
認
ご
検
討
く
だ
さ
い
。

【 

適
用
時
期
等
】

　

本
制
度
は
、
平
成
28
年
７
月
１
日
か
ら
平
成
31
年
３
月
31
日
ま
で
の
間
に
お
い
て

取
得
し
た
該
当
資
産
の
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
適
用
さ
れ
ま
す
。

　

昨
年
12
月
22
日
に
「
平
成
29
年
度
税
制
改
正
の
大
綱
」
が
閣
議
決
定
さ
れ
ま
し
た
。

今
後
、
現
在
開
催
中
の
第
１
９
３
回
通
常
国
会
に
当
該
「
税
制
改
正
大
綱
」
の
内
容
が

盛
り
込
ま
れ
た
「
平
成
29
年
度
税
制
改
正
法
案
」
が
上
程
さ
れ
、
年
度
末
で
あ
る
３
月

31
日
ま
で
に
成
立
す
る
可
能
性
が
極
め
て
高
く
、当
該
「
税
制
改
正
大
綱
」
の
内
容
（
紙

面
の
都
合
上
、
当
該
内
容
に
つ
い
て
は
省
略
い
た
し
ま
し
た
）
か
ら
す
る
と
、
今
回
も

法
人
課
税
関
連
に
つ
い
て
、
多
く
の
改
正
項
目
が
予
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

次
に
法
人
課
税
関
連
の
主
な
改
正
点
に
つ
い
て
主
要
項
目
を
列
挙
し
て
お
き
ま
す
の

で
、
当
年
度
決
算
に
当
た
っ
て
は
、
ま
ず
は
、
本
稿
を
参
考
に
「
平
成
28
年
度
税
制
改

正
項
目
」
に
つ
き
見
直
し
を
行
っ
て
頂
き
、
そ
の
上
で
、
当
年
度
決
算
へ
の
影
響
を
考

慮
し
つ
つ
以
下
の
改
正
（
予
定
）
項
目
を
中
心
と
し
た
「
平
成
29
年
度
税
制
改
正
」
の

動
き
を
注
視
し
、
十
分
な
事
前
対
応
を
図
っ
て
く
だ
さ
い
。

　

主
な
改
正　
　

�  

平
成
29
年
度
税
制
改
正
大
綱
の
う
ち
法
人
課
税
関
連
を

　
（
予
定
）項
目　

  

中
心
と
し
て

　
　

☆�

改
正
（
予
定
）
項
目
１ 

⇩ 

中
小
企
業
経
営
強
化
税
制
が
創
設
さ
れ
、
い
わ

ゆ
る
「
中
小
企
業
等
経
営
強
化
法
」
の
計
画
認
定
に
基
づ
く
中
小
企
業
者
等

の
設
備
投
資
を
、
即
時
償
却
や
税
額
控
除
（
取
得
価
額
の
７
％
又
は
10
％
）

で
支
援
す
る
措
置
が
講
じ
ら
れ
ま
す
。
適
用
期
限
は
平
成
29
年
度
よ
り
２
年

間
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
　

☆�

改
正
（
予
定
）
項
目
2 

⇩ 

従
来
の
中
小
企
業
等
投
資
促
進
税
制
に
つ
い
て
、

一
部
見
直
し
が
行
わ
れ
、
こ
れ
ま
で
の
上
乗
せ
措
置
を
改
組
し
て
前
記
「
中
小

企
業
経
営
強
化
税
制
」
が
創
設
さ
れ
る
と
と
も
に
、
対
象
資
産
の
う
ち
器
具
備

品
が
縮
減
さ
れ
、
適
用
期
限
が
平
成
30
年
度
末
ま
で
2
年
間
延
長
さ
れ
ま
す
。

　
　

☆�

改
正
（
予
定
）
項
目
3 

⇩ 

従
来
の
所
得
拡
大
促
進
税
制
に
つ
い
て
、
平
均

給
与
等
支
給
額
が
前
年
度
比
2
％
以
上
増
加
の
場
合
に
税
額
控
除
の
上
乗
せ

措
置
が
講
じ
ら
れ
ま
す
。

　
　

☆�

改
正
（
予
定
）
項
目
4 

⇩ 

中
小
企
業
者
等
の
法
人
税
率
の
特
例
措
置
（
年

間
８
０
０
万
円
以
下
の
所
得
金
額
に
対
す
る
法
人
税
率
を
15
％
に
軽
減
）
に

つ
い
て
、
適
用
期
限
が
平
成
30
年
度
末
ま
で
2
年
間
延
長
さ
れ
ま
す
。（
※

当
該
措
置
は
、
私
た
ち
農
業
協
同
組
合
に
も
適
用
さ
れ
ま
す
）

　
　

☆�

改
正
（
予
定
）
項
目
5 

⇩ 

公
益
法
人
等
又
は
協
同
組
合
等
の
貸
倒
引
当
金

の
特
例
に
つ
い
て
、
割
増
率
が
10
％
（
現
行
12
％
）
に
引
き
下
げ
ら
れ
た
上
、

平
成
30
年
度
末
ま
で
2
年
間
延
長
さ
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

Ⅱ
平
成
29
年
度
税
制
改
正
に
つ
い
て
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☆�

改
正
（
予
定
）
項
目
6 

⇩ 

法
人
税
関
係
の
中
小
企
業
向
け
各
租
税
特
別
措
置

に
つ
い
て
、
平
均
所
得
金
額
（
前
3
事
業
年
度
の
所
得
金
額
の
平
均
）
が
年

15
億
円
を
超
え
る
事
業
年
度
の
適
用
を
停
止
す
る
措
置
が
講
じ
ら
れ
ま
す
。
当

該
措
置
は
平
成
31
年
4
月
1
日
以
後
に
開
始
す
る
事
業
年
度
か
ら
適
用
さ
れ
る

こ
と
と
な
っ
て
い
ま
す
。（
※
当
該
措
置
は
、
中
小
法
人
及
び
中
小
企
業
者
の

み
に
適
用
さ
れ
る
も
の
と
解
さ
れ
ま
す
。）

Ⅱ　

会
計
の
改
正
事
項
関
係

　

こ
れ
ま
で
、
当
年
度
決
算
上
の
留
意
事
項
に
つ
き
、
主
に
税
制
改
正
項
目
を
中
心

に
税
務
関
連
事
項
を
取
り
上
げ
て
き
ま
し
た
。
以
下
で
は
、
会
計
基
準
等
の
会
計
関

連
事
項
に
つ
い
て
、
当
年
度
決
算
に
影
響
を
及
ぼ
す
で
あ
ろ
う
と
思
わ
れ
る
改
正
事

項
を
2
点
取
り
上
げ
そ
の
改
正
要
点（
チ
ェ
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト
）を
記
載
し
て
お
き
ま
す
。

　  

改
正
要
点
１　
　

�

平
成
28
年
度
税
制
改
正
に
係
る
減
価
償
却
方
法
の　
　
　
　
　

変
更
と
実
務
上
の
取
扱
い

【
チ
ェ
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト
】

　

◆�

前
掲
「
Ⅰ　

税
制
改
正
関
係
・
改
正
項
目
3
（
減
価
償
却
制
度
の
改
正
）」
に
て
記

載
の
と
お
り
、
平
成
28
年
４
月
１
日
以
後
に
取
得
す
る
建
物
附
属
設
備
及
び
構
築

物
の
法
人
税
法
上
の
減
価
償
却
方
法
に
つ
き
、
定
率
法
が
廃
止
さ
れ
定
額
法
の
み
と

な
る
見
直
し
が
行
わ
れ
ま
し
た
。
こ
れ
に
伴
い
当
年
度
に
て
当
該
資
産
の
減
価
償
却

方
法
を
変
更
し
た
場
合
の
会
計
実
務
上
の
取
扱
い
が
企
業
会
計
基
準
委
員
会
よ
り

示
さ
れ
ま
し
た
（「
平
成
28
年
度
税
制
改
正
に
係
る
減
価
償
却
の
方
法
の
変
更
に
関

す
る
実
務
上
の
取
扱
い
」
実
務
対
応
報
告
第
32
号  

平
成
28
年
6
月
17
日
）。

　

◆�

従
来
、
法
人
税
法
に
規
定
す
る
普
通
償
却
限
度
相
当
額
を
減
価
償
却
費
と
し
て
処

理
し
て
い
る
企
業
に
お
い
て
、
当
該
資
産
の
い
ず
れ
か
又
は
そ
の
両
方
に
係
る
減
価

償
却
方
法
に
つ
い
て
定
率
法
を
採
用
し
て
い
る
場
合
、
平
成
28
年
４
月
１
日
以
後
に

取
得
す
る
当
該
す
べ
て
の
資
産
に
係
る
減
価
償
却
方
法
を
定
額
法
に
変
更
す
る
と

き
は
、
法
令
等
の
改
正
に
準
じ
た
も
の
と
し
、
会
計
基
準
等
の
改
正
に
伴
う
会
計
方

針
の
変
更
（
企
業
会
計
基
準
第
24
号
「
会
計
上
の
変
更
及
び
誤
謬
の
訂
正
に
関
す

る
会
計
基
準
」）
と
し
て
取
り
扱
う
も
の
と
さ
れ
ま
し
た
。

　

◆�

ま
た
、
前
記
の
会
計
方
針
の
変
更
以
外
の
減
価
償
却
の
方
法
の
変
更
に
つ
い
て
は
、

自
発
的
に
行
う
会
計
方
針
の
変
更
と
し
て
取
り
扱
う
も
の
と
さ
れ
ま
し
た
。
こ
の

場
合
、
当
該
会
計
方
針
の
変
更
に
つ
き
、
そ
の
適
時
性
と
適
切
性
に
関
す
る
合
理

性
が
問
わ
れ
る
た
め
、
留
意
が
必
要
で
す
。

　

◆�

当
該
会
計
方
針
の
変
更
を
行
っ
た
場
合
、
財
務
諸
表
（
注
記
表
）へ
の
注
記
が
求
め
ら
れ

ま
す
が
、
当
該
実
務
対
応
報
告
に
従
い
、“
会
計
基
準
等
の
改
正
に
伴
う
会
計
方
針
の

変
更
”
と
し
て
取
り
扱
っ
た
場
合
は
、「
会
計
上
の
変
更
及
び
誤
謬
の
訂
正
に
関
す
る
会

計
基
準
」の
定
め
に
か
か
わ
ら
ず
、以
下
の
事
項
を
注
記
す
る
も
の
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
　

⑴�

会
計
方
針
の
変
更
の
内
容
と
し
て
、
法
人
税
法
の
改
正
に
伴
い
、
本
実
務
対
応
報
告

を
適
用
し
、
平
成
28
年
４
月
１
日
以
後
に
取
得
す
る
建
物
附
属
設
備
、
構
築
物
又

は
そ
の
両
方
に
係
る
減
価
償
却
の
方
法
を
定
率
法
か
ら
定
額
法
に
変
更
し
て
い
る
旨

　
　

⑵�

会
計
方
針
の
変
更
に
よ
る
当
期
へ
の
影
響
額

　

◆�

当
該
実
務
対
応
報
告
の
取
扱
い
は
、
公
表
日
以
後
最
初
に
終
了
す
る
事
業
年
度

の
み
に
適
用
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
た
め
、
当
年
度
該
当
組
合
は
適
切
な

対
応
が
必
要
で
す
。

  

改
正
要
点
２　
　

�

繰
延
税
金
資
産
の
回
収
可
能
性
に
関
す
る
適
用
指
針
へ
の　
　

対
応

【
チ
ェ
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト
】

　

◆�

税
効
果
会
計
に
関
し
て
、
企
業
会
計
基
準
委
員
会
よ
り
「
繰
延
税
金
資
産
の
回

管理部だより
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収
可
能
性
に
関
す
る
適
用
指
針
（
企
業
会
計
基
準
適
用
指
針
第
26
号　

平
成
28

年
3
月
28
日
）」
が
公
表
さ
れ
て
お
り
、
平
成
28
年
４
月
１
日
以
後
に
開
始
す

る
事
業
年
度
の
期
首
か
ら
適
用
さ
れ
て
い
ま
す
。
当
該
適
用
指
針
は
、
企
業
を

5
つ
に
分
類
（
左
記
※
注
）
し
、
分
類
に
応
じ
た
繰
延
税
金
資
産
の
回
収
可
能

性
に
関
す
る
取
扱
い
等
を
定
め
た
も
の
で
す
（
紙
面
の
都
合
上
、
詳
細
内
容
に

つ
い
て
は
省
略
し
て
お
り
ま
す
の
で
、
企
業
会
計
基
準
委
員
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

等
に
て
個
別
に
ご
確
認
く
だ
さ
い
）。

　

当
年
度
決
算
に
当
た
り
、
当
該
適
用
指
針
に
お
け
る
次
の
取
扱
い
に
留
意
す
る
必

要
が
あ
り
ま
す
。

　

◆�

当
該
適
用
指
針
の
適
用
初
年
度
の
期
首
（
例
え
ば
、
当
年
度
適
用
の
場
合
は
当

年
度
期
首
）
に
お
い
て
、
次
の
事
項
を
適
用
す
る
こ
と
に
よ
り
、
こ
れ
ま
で
の

会
計
処
理
と
異
な
る
こ
と
と
な
る
場
合
に
は
、“
会
計
基
準
等
の
改
正
に
伴
う

会
計
方
針
の
変
更
”
と
し
て
取
り
扱
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
　

⑴�

企
業
分
類
の
う
ち
、（
分
類
2
）
の
企
業
に
お
い
て
、
ス
ケ
ジ
ュ
ー
リ
ン
グ

不
能
な
将
来
減
算
一
時
差
異
に
係
る
繰
延
税
金
資
産
に
つ
い
て
回
収
で
き
る

こ
と
を
企
業
が
合
理
的
な
根
拠
を
も
っ
て
説
明
す
る
場
合
に
は
回
収
可
能
性

が
あ
る
と
す
る
取
扱
い

　
　

⑵�

企
業
分
類
の
う
ち
、（
分
類
3
）
の
企
業
に
お
い
て
、
お
お
む
ね
5
年
を
明

ら
か
に
超
え
る
見
積
可
能
期
間
に
お
い
て
ス
ケ
ジ
ュ
ー
リ
ン
グ
さ
れ
た
一
時

差
異
等
に
係
る
繰
延
税
金
資
産
が
回
収
可
能
で
あ
る
こ
と
を
企
業
が
合
理
的

な
根
拠
を
も
っ
て
説
明
す
る
場
合
に
は
回
収
可
能
で
あ
る
と
す
る
取
扱
い

　
　

⑶�

企
業
分
類
の
う
ち
、（
分
類
4
）
の
企
業
で
あ
っ
て
も
、
将
来
に
お
い
て
5

年
超
に
わ
た
り
一
時
差
異
等
加
減
算
前
課
税
所
得
が
安
定
的
に
生
じ
る
こ
と

を
企
業
が
合
理
的
な
根
拠
を
も
っ
て
説
明
す
る
場
合
に
は
（
分
類
2
）
の
企

業
に
該
当
す
る
も
の
と
す
る
取
扱
い

　

◆�

前
記
の
場
合
、
当
該
適
用
指
針
は
遡
及
適
用
を
認
め
て
い
な
い
た
め
、
適
用
初
年

度
の
期
首
の
影
響
額
を
期
首
の
利
益
剰
余
金
に
加
減
す
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

　

◆�

前
記
に
よ
る
“
会
計
基
準
等
の
改
正
に
伴
う
会
計
方
針
の
変
更
”
が
生
じ
た
場
合
、

財
務
諸
表（
注
記
表
）に
こ
れ
に
対
応
し
た
注
記
が
求
め
ら
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

　

以
上
、
平
成
28
年
度
決
算
に
当
た
り
留
意
を
要
す
る
税
制
改
正
項
目
及
び
会
計
基

準
等
の
改
正
項
目
に
つ
き
、
重
点
項
目
の
み
を
中
心
に
抽
出
し
概
説
い
た
し
ま
し

た
。
紙
面
の
都
合
上
、チ
ェ
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト
の
み
の
概
要
紹
介
と
な
り
ま
し
た
の
で
、

各
改
正
事
項
等
の
詳
細
に
つ
い
て
は
、
国
税
庁
お
よ
び
企
業
会
計
基
準
委
員
会
等
の

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
等
に
て
個
別
に
ご
確
認
く
だ
さ
い
。　

　

本
稿
が
会
員
の
皆
さ
ま
の
平
成
28
年
度
決
算
手
続
き
実
施
に
当
た
り
、
多
少
な
り

と
も
お
役
に
立
て
ば
と
願
っ
て
お
り
ま
す
。

※�

参
照·

参
考
文
献 
：「
決
算
・
税
務
申
告
対
策
の
手
引
」（
太
田
達
也
著
：
税
務
研
究
会
出
版
局
刊
）

　

及
び
資
料　
　

  

：
国
税
庁
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
・
平
成
28
年
度
等
税
制
改
正
関
連
資
料

　
　
　
　
　
　

    　

財
務
相
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
・
平
成
29
年
度
税
制
改
正
の
大
綱
関
連
資
料

企業分類区分 分　類　要　件

分類１
（右記の要件をいず
れも満たす企業）

①�過去（3年）及び当期のすべての事業年度において、期
末における将来減算一時差異を十分に上回る課税所
得が生じている。

②�当期末において、近い将来に経営環境に著しい変化が
見込まれない。

分類２
（右記の要件をいず
れも満たす企業）

①�過去（3年）及び当期のすべての事業年度において、臨
時的な原因により生じたものを除いた課税所得が、期
末における将来減算一時差異を下回るものの、安定的
に生じている。

②�当期末において、近い将来に経営環境に著しい変化が
見込まれない。

③�過去（3年）及び当期のいずれの事業年度においても
重要な税務上の欠損金が生じていない。

分類３
（右記の要件をいず
れも満たす企業。た
だし分類４②又は
③の要件を満たす
企業を除く）

①�過去（3年）及び当期において、臨時的な原因により生
じたものを除いた課税所得が、大きく増減している。

②�過去（3年）及び当期のいずれの事業年度においても
重要な税務上の欠損金が生じていない。

分類４
（右記のいずれか
の要件を満たし、か
つ、翌期において一
時差異等加減算前
課税所得が生じる
ことが見込まれる
企業）

①�過去（3年）又は当期において、重要な税務上の欠損金
が生じている。

②�過去（3年）において、重要な税務上の欠損金の繰越期
限切れとなっている事実がある。

③�当期末において、重要な税務上の欠損金の繰越期限切
れが見込まれる。

分類５
（右記の要件をいず
れも満たす企業）

①�過去（3年）及び当期のすべての事業年度において、重
要な税務上の欠損金が生じている。

②�翌期においても重要な税務上の欠損金が生じること
が見込まれる。

【※�注：繰延税金資産の回収可能性の判断に係る要件別企業分類】
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購買部だより

  

取
材
先　

牧
場
紹
介

　

千
葉
県
富
里
市
の
吉
田
全
雄
さ
ん

（
77
歳
）
は
、
カ
ー
フ
ト
ッ
プ
を
昭
和

42
年
の
供
給
開
始
以
来
、
50
年
間
に
わ

た
り
、
カ
ー
フ
ト
ッ
プ
一
筋
に
愛
用
し

て
頂
い
て
お
り
ま
す
。

　

吉
田
さ
ん
は
昭
和
38
年
に
搾
乳
牛
8

頭
を
導
入
。
水
田
と
の
複
合
経
営
で
し

た
が
、
5
年
後
の
昭
和
43
年
に
32
頭
牛

舎
を
建
設
し
、
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
と
バ
ル

ク
ク
ー
ラ
ー
を
導
入
し
て
本
格
的
に
酪

農
を
始
め
ま
し
た
。

　

現
在
は
、
牧
場
内
で
成
牛
１
４
０
頭

ほ
ど
を
飼
育
。
そ
の
う
ち
搾
乳
牛
は

１
０
５
頭
、
哺
育
牛
は
９
頭
飼
育
し
、

育
成
牛
に
つ
い
て
は
本
会
の
預
託
事
業

を
活
用
し
て
頂
い
て
お
り
ま
す
。

　

従
業
員
は
吉
田
さ
ん
の
娘
夫
婦
で
あ

る
は
る
み
さ
ん
、
秀
幸
さ
ん
を
中
心
に
、

海
外
研
修
生
３
名
と
酪
農
経
営
を
行
っ

て
お
り
、
吉
田
さ
ん
自
身
は
現
在
、
哺

育
牛
の
育
成
を
担
当
さ
れ
て
お
り
ま
す
。

  

カ
ー
フ
ト
ッ
プ
を
使
用
し
た

  

き
っ
か
け
は
な
ん
で
す
か
？

　
「
カ
ー
フ
ト
ッ
プ
供
給
開
始
当
時
、
全

酪
連
の
推
進
担
当
者
に
、「
子
牛
に
飲
ま

せ
る
生
乳
を
出
荷
す
れ
ば
差
益
が
出
る
」

と
熱
心
に
勧
め
ら
れ
た
事
が
き
っ
か
け
で

カ
ー
フ
ト
ッ
プ
を
使
い
始
め
ま
し
た
。
当

時
は
生
乳
量
が

需
要
量
に
追
い

つ
か
な
く
て
、

乳
業
メ
ー
カ
ー

は
生
乳
確
保
に

奔
走
し
て
い
た

時
代
で
し
た
。

周
辺
の
酪
農
家

も
カ
ー
フ
ト
ッ

プ
を
使
っ
て
い

ま
し
た
よ
。」

  

カ
ー
フ
ト
ッ
プ
を
使
用
し

  

実
感
し
た
こ
と
は
な
ん
で
す
か
？

　
「
供
給
開
始
当
時
の
カ
ー
フ
ト
ッ
プ
を

使
い
始
め
て
、
実
感
し
た
の
は
、
溶
け
が

悪
か
っ
た
と
い
う
こ
と
。
粉
が
軽
く
て
ダ

マ
に
な
り
や
す
か
っ
た
、
子
牛
の
口
の
周

り
は
粉
だ
ら
け
だ
っ
た
よ
（
笑
）。」

　

カ
ー
フ
ト
ッ
プ
を
使
用
す
る
前
は
生

乳
で
子
牛
を
育
成
し
て
い
た
の
で
使

い
づ
ら
い
と
い
う
印
象
も
あ
っ
た
そ

う
。「
正
直
、
生
乳
の
方
が
下
痢
を
し

な
か
っ
た
」
と
の
こ
と
で
し
た
。

　
「
で
も
、
年
々
、
カ
ー
フ
ト
ッ
プ
の

品
質
が
向
上
し
て
、
下
痢
は
無
く
な
っ

て
い
き
ま
し
た
。
今
の
カ
ー
フ
ト
ッ
プ

は
、
５
回
か
き
混
ぜ
れ
ば
、
す
ば
や
く

溶
け
て
く
れ
ま
す
し
、
子
牛
の
下
痢
を

心
配
し
な
く
て
い
い
の
で
、
安
心
し
て

使
っ
て
ま
す
。」

  

カ
ー
フ
ト
ッ
プ
を
給
与
す
る
際
の

  

ポ
イ
ン
ト
は
な
ん
で
す
か
。

　

カ
ー
フ
ト
ッ
プ
は
、
朝
夕
２
回
に
分
け

て
使
っ
て
い
ま
す
。

カーフトップ ：
ユーザーインタビュー
千葉県富里市根木名
吉田牧場　吉田全雄さん

カーフトップ50周年企画

▲ 取材を受けて下さった吉田全雄さん

▲ 吉田牧場の全体

▲ カーフトップ、使用して頂いております!!
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搾
乳
素
牛
に
は
、
1
回
あ
た
り
生
乳

１
ℓ
に
お
湯
を
加
え
て
２
０
０
ｇ
ほ
ど

混
ぜ
て
給
与
。
オ
ス
牛
に
は
生
乳
３
ℓ

に
そ
の
ま
ま
２
０
０
ｇ
ほ
ど
加
え
て
与

え
て
い
ま
す
。

　
「
順
調
に
育
っ
て
く
れ
る
の
で
、
子
牛

の
管
理
が
楽
。
オ
ス
牛
に
関
し
て
も
肉
付

き
が
良
く
な
る
の
で
、
市
場
評
価
の
高
い

牛
を
作
れ
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。」

  

現
在
ま
で
カ
ー
フ
ト
ッ
プ
を
使
用
し

  

続
け
て
い
る
理
由
は
な
ん
で
す
か
。

　
「
一
番
の
理
由
は
、
下
痢
し
に
く
く
、

順
調
に
育
つ
こ
と
。
そ
し
て
安
心
感
。」

  

牧
場
経
営
の
こ
だ
わ
り
に
つ
い
て

  

教
え
て
下
さ
い
。

　
「
後
継
牛
は
、
全
頭
自
家
生
産
。
Ｆ

１
は
１
％
未
満
、
育
成
牛
は
20
年
以

上
前
か
ら
全
酪
連
を
通
じ
て
北
海
道

の
牧
場
に
預
託
し
て
る
。
下
牧
し
て

き
た
牛
は
仕
上
が
り
は
良
い
し
、
労

力
的
、
ス
ペ
ー
ス
的
に
も
す
ご
く
助

か
っ
て
い
ま
す
。

　

も
う
30
年
く
ら
い
は
導
入
し
て
い
な
い

ん
じ
ゃ
な
い
か
な
。
計
画
的
と
い
う
よ
り

も
、
自
然
に
頭
数
が
増
え
て
い
る
。
今
ま

で
の
経
験
上
、
後
継
牛
を
確
保
し
て
い
れ

ば
安
心
し
て
い
ら
れ
る
し
、
経
営
と
し
て

は
一
番
い
い
方
法
だ
と
思
う
よ
。」

  

終
わ
り
に

　

最
後
に
吉
田
さ
ん
が
言
わ
れ
た
言
葉

が
、
非
常
に
印
象
に
残
っ
た
取
材
と
な

り
ま
し
た
。

　
「
酪
農
は
、
同
じ
事
を
毎
日
繰
り
返
し

行
っ
て
い
く
こ
と
が
大
切
。
そ
の
大
切
さ

を
守
る
た
め
に
は
、
飼
料
の
変
わ
ら
ぬ

品
質
が
大
前
提
だ
と
思
っ
て
ま
す
。」

　「カーフトップ」は本会が誇るカー
フトップシリーズの原点となる製品
です。汎用性の高い代用乳成分を保
持し、原料油脂は吸収性の優れた植
物性油脂を使用。
　健全な胃腸の働きを向上させるた
めに乳酸菌やビフィズス菌、宮入菌
など優良な菌を添加！

代用乳の原点へ!!

子牛の頂点を極めるのであれば是非、カーフトップをご使用下さい!!

保証成分 CP CFa CFi CA Ca P

製品名 %以上 %以上 %以下 %以下 %以上 %以上

カーフトップ 24.0 21.0 1.0 8.0 0.6 0.4

▲︎ カーフトップを飲んで
　 グイグイ成長中！

▲ 左）取材を受けて下さっている全雄さん
　 右）同行して頂いた全酪新報の記者である萩原さん
※２月１日付の全酪新報の記事にも掲載
　されております。

供給開始当時のカーフトップ紙袋 現在供給しているカーフトップ紙袋

13　ZENRAKUREN MEMBER'S INFORMATION  2017・3



2017・3  ZENRAKUREN MEMBER'S INFORMATION　14

  図１は今回調査票の提出があっ
た会員の内訳をまとめたものである。
県酪連、地域酪連、酪単協が52％、総合
農協（単協、地域連、県連）が39％、その他
専門農協、生乳販連が９％となっている。

１ 本会の会員概況

地域酪連
3%

酪単協
43%

総合農協（県連）
3%

総合農協（地域連）
3%

総合農協
（単協）

33%

その他専門農協
5%

生販連
4%

県酪連
6%

県酪連　　

地域酪連　　 

酪単協

総合農協（県連）

総合農協（地域連）　　 

その他専門農協

総合農協（単協）

生販連　　 

図１ 本会会員の内訳（調査票提出157組合） 解　説

本会では、会員酪農協における組織・事業の概要を把握するこ
とにより、事業運営における問題点を明確にし、その改善を図り、
体質強化に資することを目的として、毎年会員概況調査を実施し
ております。
この度、平成27年度の調査結果がまとまりましたので、その内
容をご報告します。なお、データは各会員より提出頂いた「会員概
況調査票」の数値を使用し集計を行っています。

会員概況
調査より❶

平成27年度

２ 本会会員酪単協・地域酪連・総合農協における酪農概況について

支 　 　 所 年 　 　 度 前年比（％）Ｈ26年度 Ｈ27年度
札 幌 支 所 5,060 4,965 98.1 
仙 台 支 所 1,597 1,519 95.1 
東 京 支 所 4,200 3,944 93.9 
名古屋支所 905 860 95.0 
大 阪 支 所 1,557 1,466 94.1 
福 岡 支 所 1,978 1,879 95.0 
合 　 　 計 15,297 14,633 96.6 

表１ 各支所別　生乳出荷戸数（酪単協・総合農協・地域酪連）　　　　　　　　　　　　　　　（単位：戸）

表1では、各支所管内の生乳出荷戸数を示した全体では前年比95.6%と昨年度を下回ってお
り、特に都府県での減少率が大きくなっている。
また、図２では、本会支所別の飼養規模別酪農家戸数を示した。26年度と比較すると、20戸〜 60戸
規模の組合の割合が昨年度よりやや増加、また200戸以上の組合も微増している。

解　説

平成 27 年度

平成 26 年度

20 戸以下　　 21 ～ 40 戸　　 41 ～ 60 戸　　 61 ～ 80 戸　　 81 ～ 100 戸　　 101 ～ 150 戸　　 151 ～ 200 戸　　 201 戸以上

0%　　　  10%　　　  20%　　　  30%　　　  40%　　　  50%　　　  60%　　　  70%　　　  80%　　　  90%　　　  100%

図２ 生乳出荷戸数規模別　会員組合数の推移（157組合）

（1）生乳出荷戸数
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会員概況調査より❶平成27年度

表２、表３では、各支所管内別の乳牛飼養頭数、並びに生乳取扱量についての調査結果を示した。
飼養頭数については、全体で前年比97.8%となり、支所別でみると、札幌支所管内ではほぼ前年並み
で推移しているが、その他支所管内は軒並み減少となっている。平成28年度畜産統計（平成28年2月1日
現在）の全国の飼養頭数前年比98.1%、と近似した数値となった。
一方、生乳取扱量については全体で前年比101.9％の微増となった。支所別では札幌、東京支所管内で
前年比を若干上回っているが、その他支所管内では減少となっている。
飼養頭数の減少については、ここ最近の初任牛価格高騰による導入差し控え等が影響していると考
えられ、生乳生産にも影響を及ぼすことが懸念される。

３ 地域別本会会員の飼養頭数・生乳生産量について（酪単協・地域酪連・総合農協）

表２ 表３

解　説

Ｊミルクによる平成29年度生乳需給予測によると、生産生産量は北海道ではほ

ぼ28年度水準の生産量（前年比100.2％）となるが、都府県においては28年度を

下回り、前年比97.2%となり、全国で28年度比98.3%と前年度を下回る見通しと

なっている。さらに今後乳用牛への黒毛和牛交配率が現状水準で推移すると仮定した場合、中期

的な生乳生産量は毎年1％程度減少する恐れがあるとの見通しとなっており、今後の生産基盤の

弱体化が懸念される。

今回の調査において、本会会員管内においても、生産者戸数、飼養頭数の減少等による生産基盤

の弱体化という大きな問題に直面していることが再確認させられる結果となった。

今後、搾乳牛資源の確保、また、歯止めのかからない生産者戸数の減少を食い止めるため、後継者

育成や新規就農、第３者継承希望者への支援は喫緊の課題であり、本会としても会員組合と連携

し、これらの課題への取組を一層強化していく所存である。

まとめ

支 　 　 所
年 　 　 度

前年比（％）
Ｈ26年度 Ｈ27年度

札 幌 支 所 2,346,209 2,397,771 102.2

仙 台 支 所 420,872 417,495 99.1

東 京 支 所 921,492 926,706 100.6

名古屋支所 280,503 276,822 98.7

大 阪 支 所 216,435 212,281 98.1

福 岡 支 所 365,163 364,777 99.9

合 　 　 計 4,550,674 4,595,852 101.9

支 　 　 所
年 　 　 度

前年比（％）
Ｈ26年度 Ｈ27年度

札 幌 支 所 479,700 476,670 99.4

仙 台 支 所 71,719 65,092 90.1

東 京 支 所 70,928 69,547 98.1

名古屋支所 40,880 38,305 94.1

大 阪 支 所 51,394 50,747 98.7

福 岡 支 所 61,507 58,790 95.6

合 　 　 計 776,128 759,151 97.8

各支所管内　乳牛飼養頭数 各支所管内　生乳取扱量
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監
事
・
役
職
員
研
修
会

１ 

監
事
の
独
任
制

監
事
の
独
任
制
と
は
「
農
協
法
に
お

け
る
監
事
と
い
う
機
関
の
権
限
を
単
独

で
行
使
で
き
る
制
度
」
を
意
味
す
る
。

こ
れ
に
よ
り
、
同
じ
酪
農
協
・
連
合
会

に
複
数
の
監
事
が
い
る
場
合
で
も
、
各

自
が
単
独
で
そ
の
権
限
を
行
使
で
き
、

監
事
同
士
で
監
査
の
方
針
な
ど
を
決
定

し
た
と
し
て
も
、
そ
の
決
定
に
よ
り
各

監
事
の
権
限
の
行
使
を
妨
げ
る
こ
と
は

で
き
な
い
枠
組
み
と
な
っ
て
い
る
。

＊�

理
事
の
職
務
の
執
行
に
つ
い
て
適

法
か
違
法
か
と
い
う
判
断
は
、
監

事
の
多
数
決
で
決
め
る
べ
き
性
質

で
は
な
い
た
め
、「
独
任
制
」
が
監

事
と
い
う
機
関
に
導
入
さ
れ
た
。

２ 

監
事
の
役
割
分
担
と
連
帯
責
任

酪
農
協
及
び
連
合
会
は
事
業
を
幅
広

く
営
ん
で
お
り
、
監
事
同
士
で
役
割
分

担
を
定
め
て
組
織
的
・
効
率
的
に
監
査

を
行
わ
な
け
れ
ば
、
監
事
監
査
の
網
羅

性
を
満
た
す
こ
と
が
難
し
い
。
し
か
し
現

行
の
農
協
法
で
は
監
事
の
う
ち
の
誰
か
の

任
務
懈
怠
や
重
過
失
に
よ
り
組
合
や
第

三
者
に
損
害
を
及
ぼ
し
た
時
に
は
、
他
の

監
事
も
連
帯
責
任
を
課
せ
ら
れ
る
よ
う

に
な
っ
て
お
り
、
役
割
分
担
と
連
帯
責
任

の
間
で
矛
盾
が
生
じ
て
い
る
。

こ
の
矛
盾
を
解
消
す
る
た
め
に
判
例

法
理
に
お
い
て
「
信
頼
の
抗
弁
」
と
い

う
考
え
方
が
あ
る
。信
頼
の
抗
弁
と
は
、

各
監
事
で
監
事
監
査
業
務
を
分
担
し
て

い
る
状
況
下
で
何
か
問
題
が
生
じ
て
組

合
員
（
会
員
）
代
表
訴
訟
等
が
提
起
さ

れ
た
場
合
に
、
当
該
問
題
に
関
与
し
て

い
な
か
っ
た
監
事
が
「
自
分
は
担
当
の

監
事
を
信
頼
し
て
任
せ
て
い
た
た
め
、

任
務
懈
怠
責
任
は
あ
り
ま
せ
ん
！
」
と

裁
判
で
主
張
す
る
（
＝
そ
れ
に
よ
っ
て

監
事
と
し
て
の
責
任
を
免
れ
ら
れ
る
）

考
え
方
で
あ
る
。
も
と
も
と
米
国
の
判

例
に
お
い
て
取
締
役
の
責
任
に
対
し
て

認
め
ら
れ
て
来
た
日
本
の
監
査
役
制
度

は
米
国
に
存
在
し
な
い
た
め
、
こ
れ
が

果
た
し
て
監
査
役
に
も
適
用
さ
れ
る
の

か
が
明
ら
か
で
な
い
。
ま
た
日
本
の
判

例
に
お
い
て
も
、
監
査
役
に
お
け
る
信

頼
の
抗
弁
が
認
め
ら
れ
る
と
い
う
明
確

２
月
14
日
㈫
～
15
日
㈬
、栃
木
県
日
光
市
の「
鬼
怒
川
温
泉
ホ
テ
ル
」

に
お
い
て
、平
成
28
年
度
監
事
・
役
職
員
研
修
会
を
開
催
し
ま
し
た
。

当
研
修
会
に
は
全
国
の
会
員
組
合
の
監
事
・
役
職
員
、本
会
職
員
を
合

わ
せ
計
70
名
の
参
加
が
あ
り
ま
し
た
。

な
も
の
は
存
在
し
な
い
。
そ
の
た
め
、

監
事
が
連
帯
責
任
に
よ
っ
て
自
分
の
知

ら
な
い
う
ち
に
任
務
懈
怠
や
重
過
失
と

い
っ
た
責
任
に
問
わ
れ
る
事
態
を
防
ぐ

に
は
、
監
事
間
で
い
か
に
密
接
に
情
報

共
有
を
図
る
か
が
重
要
で
あ
る
。

３ 

適
法
性
監
査
と
妥
当
性
監
査
に

 　

つ
い
て

監
事
監
査
に
お
い
て
は
、
理
事
の
職

務
の
執
行
に
お
い
て
不
正
の
行
為
又
は

法
令
・
定
款
違
反
の
行
為
が
な
い
か
を

監
査
す
る
「
適
法
性
監
査
」
が
基
本
と

な
る
。
こ
れ
に
対
し
適
法
性
監
査
を
超

え
て
、
理
事
の
職
務
の
執
行
が
妥
当
か

（
あ
る
い
は
合
目
的
か
）
に
つ
い
て
の

監
査
（
＝
妥
当
性
監
査
）
ま
で
、
監
事

監
査
の
対
象
に
含
ま
れ
る
か
と
い
う
論

点
が
あ
る
。

従
来
は
監
事
が
理
事
の
業
務
執
行
の

平
成
28
年
度「

監
事
の
役
割
と
責
任
に
つ
い
て
」

Ｊ
Ａ
全
中
監
査
機
構  

監
査
企
画
部 

 
服
部　

夕
紀  

氏

研修会 1 日目
前　半
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裁
量
ま
で
監
査
す
る
こ
と
は
か
え
っ
て
経

営
判
断
を
誤
ら
せ
、
酪
農
協
・
連
合
会

の
利
益
を
阻
害
す
る
リ
ス
ク
が
あ
る
た

め
、
監
事
監
査
の
対
象
に
妥
当
性
監
査

は
含
ま
れ
な
い
と
解
さ
れ
て
い
た
。
し
か

し
、
理
事
の
職
務
の
執
行
が
「
著
し
く
不

当
」
で
あ
る
場
合
（
法
令
・
定
款
違
反
に

は
該
当
し
な
い
が
、
そ
の
こ
と
を
決
定
あ

る
い
は
行
う
こ
と
が
妥
当
で
な
い
場
合
）

に
つ
い
て
は
、
監
事
は
そ
の
旨
を
理
事
会

に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
農
協
法

35
条
の
５
第
３
項
）
こ
と
か
ら
、
一
定
の

範
囲
に
お
い
て
妥
当
性
監
査
に
ま
で
監
事

の
監
査
権
限
が
及
ぶ
と
考
え
ら
れ
る
。

４ 

経
営
判
断
の
原
則
に
つ
い
て

経
営
判
断
の
原
則
と
は
、
理
事
が
下

し
た
経
営
判
断
が
裏
目
に
出
て
損
失
を

被
っ
た
場
合
に
理
事
に
法
的
責
任
が
あ

る
か（
善
管
注
意
義
務
違
反
が
あ
る
か
）

ど
う
か
を
判
断
す
る
際
の
基
準
と
な
る

考
え
方
で
あ
る
。
監
事
が
理
事
の
経
営

判
断
の
合
理
性
を
み
る
場
合
、
具
体
的

な
着
眼
点
と
し
て
、
次
の
事
項
が
考
え

ら
れ
る
。

①�

判
断
の
前
提
と
な
る
契
約
関
係
、

事
実
関
係
、
他
の
当
事
者
の
意
向

等
を
調
査
し
、
現
時
点
で
の
酪
農

協
及
び
連
合
会
を
巡
る
権
利
義
務

関
係
そ
の
他
の
状
況
等
を
正
確
に

把
握
し
て
い
る
か
？

②�

種
々
の
選
択
肢
を
比
較
検
討
し
、

そ
れ
ぞ
れ
に
つ
い
て
酪
農
協
及
び
連

合
会
に
生
じ
る
と
予
想
さ
れ
る
利

益
と
損
失
等
の
定
量
的
比
較
を
行

い
、
議
案
が
酪
農
協
及
び
連
合
会

に
と
っ
て
適
確
な
選
択
で
あ
る
こ
と

が
検
証
さ
れ
て
い
る
か
？

③�

特
に
酪
農
協
及
び
連
合
会
の
経
営

に
重
要
な
影
響
を
及
ぼ
す
業
務
に

つ
い
て
、
必
要
に
応
じ
て
専
門
家

を
活
用
し
て
い
る
か
（
例
え
ば
支

店
や
支
所
等
の
出
店
用
地
の
調
査

に
つ
い
て
は
不
動
産
鑑
定
士
、
新

商
品
の
リ
ー
ガ
ル
チ
ェ
ッ
ク
や
訴

訟
に
つ
い
て
は
弁
護
士
、
税
務
や

会
計
に
つ
い
て
は
税
理
士
な
ど
を

活
用
す
る
。）
？

④�

議
案
に
内
在
す
る
リ
ス
ク
を
分
析

し
、
回
避
策
を
十
分
に
講
じ
て
い

る
か
？

５ 

重
要
会
議
の
出
席
に
つ
い
て

監
事
の
職
務
は
、
理
事
の
職
務
の
執

行
を
監
査
す
る
こ
と
に
あ
り
、
法
定
の
機

関
で
あ
る
総
（
代
）
会
及
び
理
事
会
に
は

平成28年度 監事・役職員研修会

全
監
事
が
出
席
す
る
義
務
が
あ
る
（
農

協
法
35
条
の
５
第
５
項
等
）。

重
要
会
議
へ
出
席
す
る
に
当
た
っ
て
留

意
す
べ
き
点
は
以
下
の
通
り
で
あ
る
。

＊�

事
前
準
備
：
付
議
予
定
の
議
案
書

（
案
）
を
入
手
し
、
議
案
書
の
決
議
・

報
告
項
目
が
法
令
・
定
款
、
理
事

会
規
則
等
に
従
っ
て
い
る
か
、
内
容

が
経
営
判
断
の
原
則
を
配
慮
し
た

も
の
に
な
っ
て
い
る
か
を
確
認
し
、

必
要
に
応
じ
担
当
理
事
・
部
署
に

説
明
を
求
め
る
。

＊�

席
上
：
理
事
会
に
お
い
て
は
、
業
務

執
行
の
意
思
決
定
の
状
況
や
、（
理

事
会
に
よ
る
）
理
事
の
職
務
の
執

行
に
対
す
る
監
督
の
状
況
を
確
認
。

監
事
の
発
言
内
容
を
含
め
、
重
要

な
議
事
の
経
過
の
要
領
・
結
果
に
つ

い
て
メ
モ
を
残
し
て
お
く
と
、
議
事

録
の
記
載
内
容
の
確
認
の
際
に
役
立

つ
。
必
要
が
あ
る
と
認
め
た
時
は
、

監
事
は
意
見
を
述
べ
な
け
れ
ば
な
ら

ず
、
ま
た
差
止
め
を
請
求
す
る
こ
と

も
出
来
る
が
、
監
事
と
し
て
の
立
場

に
徹
し
、
発
言
は
指
摘
・
助
言
・
勧

告
等
の
意
見
や
質
問
等
に
と
ど
め
、

意
思
決
定
に
加
わ
る
よ
う
な
発
言

は
し
な
い
こ
と
に
留
意
。

＊�

議
事
録
：
出
席
し
た
監
事
は
理
事

会
の
議
事
録
に
署
名
／
記
名
押
印

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
監
事
は
、

議
事
の
経
過
の
要
領
及
び
そ
の
結

果
、
そ
の
他
法
令
で
定
め
る
事
項
が

適
切
に
記
載
さ
れ
て
い
る
か
を
確
認

す
る
。
で
き
れ
ば
、
ド
ラ
フ
ト
の
段

階
で
記
載
内
容
を
確
認
し
、
必
要
が

あ
れ
ば
要
修
正
点
を
申
し
入
れ
る
。

６ 

重
要
書
類
の
閲
覧

監
事
は
、
理
事
の
職
務
の
遂
行
に
関

し
、
法
令
・
定
款
違
反
等
は
な
い
か
、

情
報
保
存
管
理
体
制
そ
の
他
内
部
統
制

シ
ス
テ
ム
の
整
備
に
問
題
は
な
い
か
、

な
ど
に
つ
い
て
監
査
す
る
た
め
に
、
重

要
な
決
裁
書
類
そ
の
他
理
事
の
意
思
決

定
や
業
務
執
行
に
係
る
重
要
な
書
類
や

情
報
を
閲
覧
す
る
。

　

＊
閲
覧
対
象
と
な
る
重
要
書
類

①
重
要
な
決
裁
書
類

②�

理
事
会
、
総
（
代
）
会
そ
の
他
重

要
な
会
議
の
議
案
書
、
議
事
録
等

③�

中
長
期
事
業
計
画
、
年
度
事
業
計

画
・
予
算
・
決
算
、
仮
決
算
報
告
、

不
良
債
権
等
の
報
告
書
、
内
部
監

査
報
告
書
等

④�

重
要
な
契
約
書
、訴
訟
関
係
書
類
、
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そ
の
他
の
重
要
な
書
類

⑤�

法
令
そ
の
他
に
基
づ
く
開
示
・
提

出
書
類
等

⑥
定
款
、
重
要
な
規
程
等

　

＊�

特
に
重
要
な
契
約
の
締
結
や
取
引

の
状
況
等
に
関
し
て
は
、
一
定
基

準
を
設
け
て
選
び
出
し
、
そ
の
決

定
内
容
や
決
定
理
由
が
酪
農
協
及

び
連
合
会
の
規
程
等
に
照
ら
し
適

正
な
運
用
基
準
に
合
致
し
て
い
る

か
、
不
合
理
な
点
は
な
い
か
、
な

ど
を
監
査
す
る
必
要
が
あ
る
。

７ �

内
部
統
制
シ
ス
テ
ム
の
構
築
・

運
用
状
況
を
ど
の
よ
う
に

 　

検
証
す
る
べ
き
か
？

内
部
統
制
シ
ス
テ
ム
は
、
決
定
し
た

だ
け
で
は
絵
に
描
い
た
餅
で
あ
り
、
こ

れ
を
「
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
と
年
度
計
画
」
に
基

づ
い
て
、
継
続
的
に
整
備
（
構
築
・
運

用
）
し
改
善
を
積
み
重
ね
て
い
く
こ
と

が
、
最
も
効
果
的
か
つ
効
率
的
で
あ
る
、

と
の
認
識
に
立
っ
て
、監
視・検
証
す
る
。

①�

酪
農
協
及
び
連
合
会
の
統
制
環
境

は
ど
う
か
。
組
合
長
・
会
長
の
姿

勢
と
認
識
は
ど
う
か
。
理
事
会
の

議
論
は
活
性
化
し
て
い
る
か
。

②�

内
部
統
制
に
関
す
る
報
告
内
容
は

相
当
か
、
必
要
な
事
項
を
網
羅
し

て
い
る
か
、
酪
農
協
及
び
連
合
会

に
著
し
い
損
害
が
生
じ
る
諸
々
の

リ
ス
ク
に
対
応
し
て
い
る
か
。

③�

経
営
環
境
の
変
化
や
内
部
統
制
シ

ス
テ
ム
の
整
備
状
況
に
対
応
し
、

報
告
内
容
に
つ
い
て
必
要
な
見
直

し
を
行
っ
て
い
る
か
。

④�

内
部
統
制
シ
ス
テ
ム
の
整
備
に
係

る
具
体
的
な
諸
施
策
を
含
む
年
度

計
画
を
策
定
し
て
い
る
か
。

⑤�

内
部
統
制
シ
ス
テ
ム
の
体
制
の
整

備
状
況
や
問
題
の
発
生
・
対
応
状

況
を
、
理
事
会
に
定
期
的
に
報
告

し
て
い
る
か
。

８ 

内
部
監
査
部
門
と
の
連
携
に　

　

 

つ
い
て

監
事
の
監
査
と
内
部
監
査
部
門
に
よ

る
監
査
と
は
、
目
的
・
対
象
等
に
違
い
が

あ
る
が
、
酪
農
協
及
び
連
合
会
の
経
営
の

維
持
・
発
展
と
い
う
目
的
は
共
通
し
て
お

り
、
両
者
の
緊
密
な
連
携
・
協
力
が
不

可
欠
で
あ
る
。
監
事
は
、
内
部
監
査
部

門
に
お
け
る
定
期
的
な
会
合
へ
出
席
し
、

内
部
監
査
部
門
か
ら
定
期
的
に
報
告
を

受
け
、
必
要
に
応
じ
て
調
査
を
求
め
、
内

部
監
査
報
告
書
の
閲
覧
や
説
明
を
受
け

て
、
内
部
監
査
部
門
が
ど
の
よ
う
な
監
査

を
実
施
し
て
い
る
か
を
検
証
す
る
。

　

＊�

内
部
監
査
部
門
に
対
す
る
監
査
の

ポ
イ
ン
ト

①�

内
部
監
査
部
門
は
、
被
監
査
部
門

等
か
ら
の
独
立
性
が
確
保
さ
れ
、

牽
制
機
能
が
十
分
に
働
く
態
勢
と

な
っ
て
い
る
か
？

②�

被
監
査
部
門
等
か
ら
不
当
な
制
約

を
受
け
る
こ
と
な
く
、
監
査
業
務

を
実
施
で
き
る
態
勢
が
確
保
さ
れ

て
い
る
か
？

③�

内
部
監
査
従
事
者
は
、
職
務
遂
行

上
必
要
と
さ
れ
る
全
て
の
資
料
等

の
入
手
や
全
て
の
役
職
員
等
を
対

象
に
面
接
・
質
問
等
が
で
き
る
権

限
を
与
え
ら
れ
て
い
る
か
？

④�

内
部
監
査
に
関
し
て
、
理
事
は
十

分
な
役
割
を
果
た
し
、
ま
た
責
任

を
負
っ
て
い
る
か
？

９ �

会
計
監
査
人
非
設
置
組
合
に

　
 

お
け
る
会
計
監
査
の
基
本

会
計
監
査
人
設
置
組
合
で
あ
れ
ば
、

監
事
は
会
計
監
査
人
の
監
査
の
方
法
及

び
監
査
結
果
の
相
当
性
を
判
断
す
れ
ば

足
り
る
。
し
か
し
、
会
計
監
査
人
非
設

置
組
合
に
お
い
て
は
、
監
事
自
ら
が
会

計
監
査
を
行
う
必
要
が
あ
る
。
当
該
組

合
で
は
専
門
家
だ
け
で
な
い
監
事
だ
け

で
会
計
監
査
を
遂
行
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
た
め
、
会
計
監
査
人
設
置
組
合
の

監
事
に
比
べ
て
、
業
務
監
査
よ
り
も
会

計
監
査
の
重
要
性
や
監
査
の
ウ
エ
イ
ト

が
高
く
、
そ
の
責
任
も
大
き
く
な
る
。

農
協
法
に
お
け
る
「
会
計
監
査
」
は
、

会
計
監
査
人
が
行
う
監
査
だ
け
で
な

く
、
監
査
を
行
う
者
（
例
え
ば
監
事
）

の
能
力
等
に
応
じ
た
水
準
の
監
査
も
含

ま
れ
る
と
規
定
し
て
い
る
。
こ
の
よ
う▲ １日目会場の様子

平成28年度 監事・役職員研修会
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こ
れ
ま
で
の
経
営
継
承
は
親
子
間
継

承
が
基
本
と
な
っ
て
い
た
が
、
こ
こ
数

年
で
酪
農
家
の
後
継
者
の
不
足
が
深
刻

化
し
て
い
る
こ
と
、
さ
ら
に
従
来
の
親

子
間
継
承
で
は
経
営
者
、
継
承
者
間
の

問
題
（
双
方
の
意
思
疎
通
、
経
営
者
が

権
限
を
い
つ
ま
で
も
渡
さ
な
い
、
経
営

理
念
の
違
い
等
、
ま
た
継
承
す
る
財
産

や
税
金
対
策
等
の
課
題
も
多
い
こ
と
か

ら
、
こ
れ
か
ら
の
経
営
継
承
は
、
親
子

関
継
承
を
基
本
と
し
つ
つ
、
後
継
者
不

在
の
経
営
（
移
譲
者
）
の
有
形
資
産
や

技
術
・
ノ
ウ
ハ
ウ
な
ど
の
無
形
資
産
を

家
族
以
外
の
者
（
継
承
者
）
に
受
け
渡

す
こ
と
に
よ
り
事
業
を
継
承
す
る
“
第

三
者
継
承
”、
に
も
取
り
組
ん
で
い
か
ね

ば
な
ら
な
い
。
第
三
者
継
承
に
期
待
さ

れ
る
機
能
と
し
て
は
①
家
族
へ
の
後
継

と
い
う
前
提
を
超
え
た
新
規
就
農
者
等

の
新
た
な
後
継
者
の
創
出
②
技
術
等
を

含
め
た
効
率
的
な
経
営
資
産
取
得
③
初

期
投
資
軽
減
、
移
譲
者
の
実
績
、
信
用

を
背
景
と
し
た
資
金
調
達
の
実
現
等
が

あ
げ
ら
れ
る
が
、
第
三
者
継
承
を
円
滑

に
進
め
る
た
め
に
は
、
新
規
就
農
者
、

経
営
継
承
者
双
方
へ
の
的
確
な
情
報
提

供
等
の
支
援
が
不
可
欠
で
あ
り
、
生
産

者
を
取
り
巻
く
関
係
機
関
が
第
三
者
継

承
を
「
移
譲
者
」
と
「
継
承
者
」
の
二

つ
の
個
の
問
題
に
と
ど
め
ず
、「
地
域
」

の
視
点
で
積
極
的
に
取
り
組
ん
で
い
か

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

な
監
査
は
、
財
務
・
会
計
の
高
い
知
見

を
必
要
と
す
る
も
の
で
は
な
く
、
監
事

と
い
う
職
務
に
通
常
期
待
さ
れ
る
程
度

の
善
管
注
意
義
務
の
範
疇
に
入
る
と
考

え
ら
れ
る
。
こ
の
よ
う
に
農
協
法
は
、

監
事
に
対
し
通
常
期
待
さ
れ
る
程
度
の

善
管
注
意
義
務
を
尽
く
し
て
会
計
監
査

の
職
務
を
遂
行
す
る
こ
と
を
求
め
て
い

る
。
従
っ
て
会
計
知
識
の
少
な
い
監
事

と
い
え
ど
も
、
監
査
に
際
し
て
必
要
と

さ
れ
る
程
度
の
基
本
的
な
会
計
知
識
は

習
得
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

監
事
が
会
計
監
査
を
行
う
に
あ
た
っ

て
、
以
下
の
点
に
留
意
す
る
。

①�

日
常
の
業
務
監
査
に
よ
っ
て
組
合

の
実
態
に
精
通
し
て
い
る
監
事
の

目
か
ら
見
て
、
決
算
書
類
が
、
組

合
の
財
産
、
損
益
の
状
況
を
正
し

く
表
示
し
て
い
る
と
い
え
る
か

②�

毎
日
の
財
産
の
変
動
を
「
取
引
」

と
し
て
記
録
す
る
こ
と
か
ら
、
決

算
書
類
を
作
成
す
る
に
至
る
ま

で
、「
決
算
書
類
の
作
成
基
準
」

及
び
自
組
合
の
経
理
規
程
等
に
基

づ
い
て
作
成
さ
れ
て
い
る
か

　

�　

監
事
は
、
日
常
の
業
務
監
査
に

よ
っ
て
組
合
の
実
態
に
精
通
し

て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
た
め
、
そ

の
視
点
で
、
合
致
の
程
度
を
判
断

す
る
。

「
酪
農
経
営
継
承
の
課
題
と
対
応
」

日
本
政
策
金
融
公
庫　

  

山
崎　

政
行 

氏

「
改
正
農
協
法
制
定
の
経
緯
と
ポ
イ
ン
ト
」

全
酪
連　

指
導
・
企
画
部　

組
織
整
備
ア
ド
バ
イ
ザ
ー　

  

小
出　

英
明 

氏

研修会 1 日目
後　半

研修会 2 日目Ⅰ

Ⅱ

 　
　

改
正
農
協
法
制
定
の
経
緯

政
府
の
規
制
改
革
会
議
・
農
業
ワ
ー

キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
が
、
平
成
26
年
5
月

14
日
「
農
業
改
革
に
関
す
る
意
見
」
を

と
り
ま
と
め
公
表
し
た
。
提
言
の
内
容
は

⑴
中
央
会
制
度
の
廃
止　

⑵
全
農
の
株

式
会
社
化　

⑶
単
協
の
専
門
化
・
健
全

化
の
推
進　

⑷
組
合
員
の
在
り
方
（
准

組
合
員
の
事
業
利
用
は
、
正
組
合
員
の

事
業
利
用
の
2
分
の
1
を
越
え
て
は
な

ら
な
い
。）
等
で
あ
っ
た
。
こ
の
提
言
を

受
け
与
党
に
お
い
て
内
容
を
一
部
修
正
の

上
、
平
成
26
年
５
「
農
協
・
農
業
委
員

会
等
に
関
す
る
改
革
の
推
進
に
つ
い
て
」

（
与
党
と
り
ま
と
め
）
を
公
表
、
平
成
27

年
２
月
の
通
常
国
会
に
お
い
て
農
業
協

同
組
合
法
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
法
律

案
」
が
提
出
さ
れ
成
立
し
28
年
４
月
１

日
か
ら
施
行
さ
れ
た
。

 　
　

改
正
の
ポ
イ
ン
ト

１ 

単
位
農
協
の
あ
り
方

⑴�

理
事
の
過
半
数
を
原
則
と
し
て
認
定

平成28年度 監事・役職員研修会
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農
業
者
や
農
産
物
販
売
・
経
営
の
プ

ロ
と
す
る
こ
と
を
求
め
る
規
定
を
置

く
。

⑵�

改
正
前
農
協
法
第
8
条
に
つ
い
て

　

①�

組
合
は
そ
の
行
う
事
業
に
よ
っ
て

組
合
員
及
び
会
員
の
た
め
に
最
大

の
奉
仕
を
す
る
こ
と
を
目
的
と

し
、
農
業
所
得
の
増
大
そ
の
他
の

農
業
者
の
利
益
の
増
進
を
図
ら
な

け
れ
ば
な
ら
な
い

②�

農
協
は
、
そ
の
目
的
を
達
成
す
る

た
め
的
確
な
事
業
活
動
に
よ
り
利

益
を
上
げ
、
そ
の
利
益
を
事
業
の

成
長
発
展
を
図
る
た
め
の
投
資
や

組
合
員
へ
の
利
用
高
配
当
に
充
て

る
。

⑶�

農
協
・
連
合
会
は
、
組
合
員
・
単
位

農
協
に
事
業
利
用
を
強
制
し
て
は
な

ら
な
い
こ
と
を
明
記
す
る
と
と
も

に
、
専
属
利
用
契
約
）
に
関
す
る
規

定
を
削
除
す
る
。
組
合
の
設
立
・
定

款
変
更
に
関
す
る
認
可
基
準
を
緩
和

す
る
等

⑷�

農
協
に
つ
い
て
、そ
の
選
択
に
よ
り
、

組
合
を
設
立
す
る
新
設
分
割
及
び
組

合
か
ら
株
式
会
社
、
消
費
生
活
協
同

組
合
等
へ
の
組
織
変
更
が
で
き
る
規

定
を
置
く
。

⑸�

農
産
物
の
保
管
事
業
を
農
協
の
事
業

と
し
て
明
確
化
（
改
正
前
第
10
条
第

1
項　

第
8
号
「
組
合
員
の
生
産
す

る
物
資
の
運
搬
、
加
工
、
貯
蔵
又
は

販
売
」
の
う
ち
「
貯
蔵
」
を
「
保
管
」

に
改
定
）
し
、
農
業
倉
庫
業
法
を
廃

止
す
る
。

⑹�

会
計
監
査
に
つ
い
て
は
、
信
用
事
業

を
行
う
組
合
（
貯
金
量
２
０
０
億
円

以
上
の
農
協
）
等
に
つ
い
て
は
、
全

国
中
央
会
の
監
査
（
改
正
前
第
37
条

の
2
で
義
務
付
け
）
か
ら
、
公
認
会

計
士
に
よ
る
監
査
に
改
定
。

⑺�
准
組
合
員
の
事
業
利
用
に
つ
い
て
、

正
組
合
員
の
事
業
利
用
と
の
関
係
で

一
定
の
ル
ー
ル
を
導
入
す
る
方
向
で

検
討
す
る
。

２ 

連
合
会
・
中
央
会
の
あ
り
方

⑴�

全
国
中
央
会
は
、
内
部
組
織
で
あ
る

全
国
監
査
機
構
を
外
出
し
し
て
、
公

認
会
計
士
法
に
基
づ
く
監
査
法
人
を

設
立
す
る
。

⑵�

業
務
監
査
（
コ
ン
サ
ル
）
は
、
農
協

の
任
意
に
よ
り
、
都
道
府
県
中
央
会

ほ
か
よ
り
選
択
す
る
。

⑶�

都
道
府
県
中
央
会
は
、
平
成
31
年
3

月
31
日
ま
で
の
間
に
、
農
業
協
同
組

合
連
合
会
に
移
行
す
る
。
移
行
し
た

農
業
協
同
組
合
連
合
会
は
、
農
業
協

同
組
合
中
央
会
と
称
す
る
こ
と
が
で

き
る
。

⑷�

全
国
中
央
会
は
、
平
成
31
年
3
月
31

日
ま
で
の
間
に
、
会
員
の
意
思
の
代

表
、
会
員
相
互
間
の
総
合
調
整
等
の

業
務
を
行
う
一
般
社
団
法
人
に
移
行

す
る
。

３ 

そ
の
他
の
改
定
点

⑴�

「
議
決
」
を
す
べ
て
「
決
議
」
に
改

め
る
。

⑵�

改
定
前
第
4
章
「
登
記
等
」（
第
74

条
～
第
91
条
の
3
）
を
削
除
し
、
第

9
条
に
規
定
す
る
と
と
も
に
「
組
合

等
登
記
令
」
を
改
定
し
、
農
業
協
同

組
合
、
農
業
協
同
組
合
連
合
会
及
び

農
事
組
合
法
人
を
対
象
に
含
め
る
。

⑶�

改
定
前
第
92
条
の
「
公
告
の
方
法
」

を
、
改
正
後
新
設
の
第
8
章
雑
則
の

第
97
条
の
4
に
移
行
（
一
部
改
定
）。

⑷�

改
定
前
第
42
条
の
競
業
者
の
役
員
等

へ
の
就
職
禁
止
を
削
除
。

⑸�

第
10
条
第
1
項
第
3
号
（
組
合
の
貯

金
又
は
定
期
積
金
の
受
入
れ
）、
第

10
号
（
共
済
に
関
す
る
施
設
）
の
事

業
を
行
な
わ
な
い
組
合
の
解
散
に
つ

い
て
は
、行
政
庁
の
認
可
を
要
せ
ず
、

届
け
出
で
よ
い
。（
第
64
条
第
4
項
）

研
修
後
の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
の
結
果
、「
今
後
に
活
か
せ
る
内
容
の
講
演
だ
っ

た
」
と
の
回
答
も
多
く
、
ま
た
例
年
以
上
に
参
加
者
が
多
く
高
い
関
心
が
あ
っ

た
事
が
う
か
が
い
知
れ
、
今
回
の
研
修
会
は
有
意
義
な
情
報
発
信
の
場
と
な
り

ま
し
た
。
今
後
も
酪
農
業
界
に
と
っ
て
タ
イ
ム
リ
ー
な
情
報
提
供
が
で
き
る
よ

う
研
修
会
を
企
画
し
て
ま
い
り
ま
す
。

な
お
、
当
研
修
会
の
内
容
に
つ
い
て
の
ご
質
問
・
ま
た
資
料
請
求
の
ご
希

望
な
ど
が
あ
り
ま
し
た
ら
、
全
酪
連
指
導
・
企
画
部
（
０
３–

５
９
３
１–

８
０
０
３
）
も
し
く
は
各
支
所
指
導
組
織
課
ま
で
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

平成28年度 監事・役職員研修会
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る
千
葉
県
み
る
く
農
業
協
同
組
合
（
増

戸
弘
義
代
表
理
事
組
合
長
）
に
所
属
し

て
い
ま
す
。

千
葉
県
み
る
く
農
業
協
同
組
合
の

平
成
27
年
度
末
で
の
生
乳
出
荷
戸
数

は
２
５
７
戸
、
年
間
出
荷
乳
量
は
約

６
５
，１
３
０
ｔ
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。

牧
場
概
要

庄
司
牧
場
の
家
族
構
成
は
、
ご
主
人

の
学
さ
ん
、
奥
さ
ん
の
久
美
子
さ
ん
、

子
供
さ
ん
3
人
（
優
太
さ
ん
、
茉
耶
さ

ん
、彩
夏
さ
ん
）
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。

長
男
の
優
太
さ
ん
は
現
在
酪
農
学
園
大

学
の
学
生
で
、
今
年
3
月
の
卒
業
後
に

実
家
に
戻
ら
れ
就
農
す
る
予
定
と
の
こ

と
で
す
。

作
業
分
担
は
、
搾
乳
牛
の
飼
養
管
理

地
域
紹
介

南
房
総
市
は
千
葉
県
南
部
（
安
房
地

方
）
に
位
置
し
、
徳
川
幕
府
8
代
将
軍

徳
川
吉
宗
が
、
嶺
岡
の
牧
場
に
イ
ン
ド

産
の
白
牛
を
3
頭
放
牧
し
た
こ
と
か

ら
、
日
本
酪
農
発
祥
の
地
と
さ
れ
て
い

ま
す
。

今
回
ご
紹
介
す
る
庄
司
牧
場
は
、
千

葉
県
酪
農
業
協
同
組
合
連
合
会
（
石
橋

新
四
郎
代
表
理
事
会
長
）
の
会
員
で
あ

「総売り上げ１億円を
目指して」

千葉県

千葉県南房総市

▲ 学さんと久美子さん
No.286

千葉県南房総市庄司学牧場

▲ 牛舎外観
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を
ご
主
人
、
哺
育
・
育
成
管
理
を
奥
さ

ん
が
担
当
さ
れ
て
お
り
、
搾
乳
は
ご
一

緒
に
さ
れ
て
い
ま
す
。
従
業
員
を
2
名

雇
っ
て
お
り
、
1
人
が
仕
事
の
時
は
も

う
1
人
は
休
み
と
い
う
交
代
制
で
、
主

に
作
業
全
般
の
サ
ポ
ー
ト
を
担
当
し
て

い
ま
す
。
常
に
3
人
体
制
で
作
業
を

行
っ
て
い
ま
す
。

牧
場
の
歴
史

明
治
時
代
に
奥
さ
ん
の
曽
祖
父
が

ご
自
宅
の
裏
に
牛
舎
を
建
て
、
乳
牛

を
15
頭
導
入
し
た
こ
と
か
ら
始
ま
り

ま
し
た
。
そ
れ
か
ら
昭
和
51
年
に
お

父
さ
ん
が
構
造
改
善
事
業
で
現
在
の

牛
舎
を
建
築
さ
れ
、
平
成
16
年
に
ご

夫
婦
が
横
浜
か
ら
奥
さ
ん
の
実
家
に

戻
ら
れ
就
農
さ
れ
ま

し
た
。
就
農
当
時
は

経
産
牛
35
頭
、
育
成

牛
20
頭
の
規
模
で
し

た
。
始
め
は
ご
自
身

が
勉
強
し
て
き
た
こ

と
と
、
お
父
さ
ん
の

昔
か
ら
の
知
識
や
経

験
と
の
食
い
違
い
に

よ
り
、
意
見
の
ぶ
つ

か
り
合
い
が
多
く

あ
っ
た
そ
う
で
す
。

そ
れ
か
ら
5
年
の
月

日
を
経
て
経
営
を
委

譲
さ
れ
、
現
在
と
同

程
度
の
頭
数
か
ら
自

分
た
ち
だ
け
の
酪
農

経
営
が
開
始
さ
れ
ま

し
た
。

現
在
の
飼
養
頭
数
は
、
経
産
牛
68
頭
、

育
成
牛
32
頭
で
年
間
乳
量
は
約
６
０
０

ｔ
、
後
継
牛
は
す
べ
て
自
家
育
成
を
し

て
い
ま
す
。
搾
乳
牛
舎
は
繋
ぎ
牛
舎
と

フ
リ
ー
ス
ト
ー
ル
牛
舎
で
、
初
産
牛
や

足
腰
の
強
い
牛
を
フ
リ
ー
ス
ト
ー
ル
、
そ

れ
以
外
の
牛
と
初
産
で
も
体
質
的
に
弱

い
牛
を
繋
ぎ
牛
舎
で
管
理
し
て
い
ま
す
。

飼
養
管
理

メ
イ
ン
で
使
わ
れ
て
い
る
の
は
購
入

Ｔ
Ｍ
Ｒ
で
、
乳
量
に
応
じ
て
2
種
類
の

配
合
飼
料
を
別
給
与
す
る
こ
と
で
調
整

し
て
い
ま
す
。
Ｔ
Ｍ
Ｒ
は
セ
ミ
ウ
ェ
ッ

ト
で
、
発
酵
に
つ
い
て
は
特
に
意
識
し

て
い
る
と
の
こ
と
で
、
製
造
か
ら
3
週

間
は
保
管
し
て
か
ら
納
品
し
て
も
ら
う▲ 繋ぎ牛舎

▲◀︎ 新築の育成・乾乳舎



よ
う
に
依
頼
し
て
い
ま
す
。
自
給
飼
料

は
イ
タ
リ
ア
ン
5
町
歩
、
ス
ー
ダ
ン
2

町
歩
、
稲
Ｗ
Ｃ
Ｓ
６
町
歩
を
作
付
し
て

お
り
、
全
牛
群
に
給
与
し
て
い
ま
す
。

Ｗ
Ｃ
Ｓ
は
周
辺
農
家
に
も
譲
っ
て
い
る

そ
う
で
す
。

管
理
す
る
う
え

で
、
牛
が
健
康
に

育
っ
て
い
く
こ
と

を
最
も
意
識
し
て

い
る
と
の
こ
と
で

す
。
牛
と
接
す
る

時
は
む
や
み
に
叩

い
た
り
せ
ず
、
子

供
と
接
す
る
よ
う

に
し
て
い
る
そ
う

で
す
。
そ
う
す
る

こ
と
で
お
と
な
し

い
牛
に
な
り
、
搾

乳
の
際
に
わ
ざ
わ

ざ
キ
ー
パ
ー
を
使

用
せ
ず
に
済
む
よ

う
に
し
て
い
ま

す
。
乳
量
に
関
し

て
も
、
無
理
に
多

く
採
食
さ
せ
て
高

泌
乳
を
目
指
す
の

で
は
な
く
、
繁
殖

に
重
点
を
置
い
て
乳
房
炎
に
し
な
い
よ

う
に
管
理
を
し
て
い
る
そ
う
で
す
。

規
模
拡
大
に
む
け
て

今
後
の
展
開
と
し
て
、
経
産
牛
を

１
０
０
頭
規
模
に
し
た
い
と
考
え
て
い

る
そ
う
で
す
。
そ
の
た
め
、
現
在
新
し

い
搾
乳
・
育
成
・
乾
乳
牛
舎
を
建
築
さ

れ
て
い
る
最
中
で
す
。
牛
舎
は
あ
え
て

簡
易
的
な
も
の
を
作
り
、
容
易
に
設
計

の
変
更
が
で
き
る
よ
う
に
し
て
い
る
そ

う
で
す
。

昨
今
離
農
さ
れ
る
方
が
多
く
、
庄
司

牧
場
の
周
辺
も
そ
の
例
外
で
は
あ
り
ま

せ
ん
。
そ
の
た
め
、
近
隣
か
ら
の
苦
情
も

考
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
思
う
そ
う

で
す
。
そ
の
よ
う
な
状
況
の
中
で
良
い

関
係
を
築
く
た
め
に
も
、
周
辺
住
民
と

も
一
緒
に
取
り
組

ん
で
い
る
と
い
う

意
識
を
持
っ
て
も

ら
お
う
と
考
え
て

い
る
と
の
こ
と
で

す
。
あ
れ
が
迷
惑
、

こ
れ
が
迷
惑
と
い

う
皆
さ
ん
の
苦
情

を
、
あ
あ
し
た
ほ

う
が
良
い
、
こ
う

し
た
ほ
う
が
良
い

と
い
う
提
案
に
変

え
て
、
み
ん
な
で

作
っ
た
牛
舎
を
目

指
し
て
い
き
た
い

そ
う
で
す
。

最
後
に

今
後
の
目
標
に
つ
い
て
伺
っ
て
み
る
と
、

お
父
さ
ん
か
ら
経
営
を
譲
っ
て
も
ら
っ
て

か
ら
現
在
ま
で
に
総
売
り
上
げ
を
3
倍

に
す
る
こ
と
が
で
き
た
の
で
、
今
後
は
さ

ら
に
伸
ば
し
て
1
億
円
を
目
指
し
て
い
き

た
と
の
こ
と
で
す
。

今
後
更
な
る
ご
活
躍
と
ご
発
展
を
お
祈

り
す
る
と
と
も
に
、
こ
の
歴
史
あ
る
酪
農

地
域
に
つ
い
て
次
の
若
い
世
代
へ
受
け
継

い
で
い
っ
て
ほ
し
い
と
願
う
と
こ
ろ
で
す
。
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▲ フリーストール牛舎

▲ 増築作業中



2月3日㈮ホテル東日本宇都宮(栃木県宇都
宮市)において栃木県酪農協会主催(石川正美会
長）の第41回酪農発表会が開催されました。発
表会には、酪農家·組合役職員·県関係者·学生等
およそ150名の参加があり、酪農意見·体験部
門発表、自由発表、研修会が行われ、会場には
多くの酪友が参加したことから大いに盛り上がり
ました。

意見・体験部門で栃木県
酪農業協同組合・前田匡彦
さんが『「畑のおじさん」に
なりたくて』と題し、非農
家出身の前田さんが酪農と
の出会い、就農に至り、現在の地域との関わりと
これから目指すものについて発表されました。栃
木県代表として３月に開催される関東甲信越酪
農青年女性会議酪農発表大会での活躍が期待さ
れる前田さんには、会場から多くの声援が送ら
れました。

また自由発表部門では、
那須拓陽高校２年生・坂主
ななこさんが「だれもが知
る牧場へ」、真岡北陵高校３
年生・宇梶雅哉さんが「夢
は和牛だけでは始まらない」

と題する発表を行い、将来
の酪農、就農への熱い思い
や夢や目標に向けたこれか
らの将来について発表され
ました。

研修会は、購買部酪農生
産指導室丹戸課長より「お金が残るお金の使い
方」についてと題し実施され、終了後には内容につ
いて直接相談や質問を受けるなど、参加者の皆さ
んにとって非常に関心の高い内容でした。

酪農家や組合関係者のみならず今後の将来を
担う学生（高校生）の参加者が多く、大変有意
義な発表会でした。　　　　　　　　　  （N.J）

東 京

支所発
「第41回栃木県酪農発表会」
開催

平成29年2月4日㈯、関東甲信越酪肉経営技
術研究会(江幡正健会長；ひので酪農協)は、第
26回乳用種経産肥育牛枝肉共励会を筑西食肉セ
ンター(審査／茨城県筑西市）、㈱全日本農協畜
産公社(表彰式／茨城県結城市)で開催しました。
出品牛は31頭、審査は(公社)日本食肉格付協会
関東支所 厚地政洋支所長が担当されました。

支所長は講評の中で、「経産牛で限界はある
と思うが、Ｂ等級を目指し枝肉重量を増やし
て、経営のプラスにつなげてほしい」と述べて
おられました。

入賞者は次のとおりとなりました。

入賞された皆さんおめでとうございます。
（I.Y）

東 京

支所発
「関東甲信越酪肉経営技術研究会
第26回乳用種経産肥育牛枝肉共励会」開催

▲ 宇梶雅也さん

▲ 坂主ななこさん

▲ 前田匡彦さん

▶︎ 酪農発表会の様子

▲ 審査講評の様子
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愛知県酪農農業協同組合青年女性部（岩田周
部長）において、毎年恒例のボウリング大会
が開催されました。県内を３ブロックに分け
て、１月31日㈫半田グランドボウルにおいて
Ａブロック（尾張）、２月１日㈬岡崎サンボウ
ルにおいてＢブロック（岡崎・豊田・西尾・碧
海・愛知東・ひまわり）、２月８日㈬X-BOWL
豊橋においてＣブロック（豊橋・愛知みなみ・
渥美）の青年女性部員が集まりボウリングを行

い、２ゲーム合計のスコアを競い合い、その後
それぞれ会場を移して表彰式兼昼食会が行わ
れました。参加者は３会場合わせて31名でし
た。昼食会では、仕事のことや地域のことなど
部員間の情報交換が熱心に行われました。ま
た、事務局より３月16日㈭～ 17日㈮に石川
県において開催する第46回中部酪農青年女性
酪農発表大会の参加方法について説明を受けま
した。　　　　　　　　　　　　　　　 （Y.K）

名古屋

支所発
愛知県酪農協青年女性部

「ボウリング大会」開催

名古屋

支所発
愛知県酪農協青年女性部

「中部発表大会予行演習」開催

２月13日㈪に愛知県酪農協本所会議室にお
いて、愛知県酪農協青年女性部（岩田周部長）
による第46回中部酪農青年女性酪農発表大会
の予行演習が開催されました。当日は、経営の
部に出場される渥美支所の渡辺賢司さんに発表
演習をしていただき、参加者で内容について意
見交換をし、本番に向けて修正点の確認を行い
ました。渡辺賢司さんの大会での活躍が期待さ
れます。　　　　　　　　　　　　　　 （Y.K） ▲ 活動風景

▲ Ａブロック

▲ Bブロック

▲ Cブロック

2017・3  ZENRAKUREN MEMBER'S INFORMATION　26



２月17日㈮に、岐阜県中濃総合庁舎におい
て、岐阜県酪農農業協同組合連合会（馬瀬口弘
志代表理事会長）主催の酪農担い手研修会が開
催されました。今年度の第19回全国農業担い
手サミットも11月に岐阜県で開催され県内で

農業担い手支援の機運が高まっていることもあ
り、今回は酪農における第１回活動という位置
付けで、酪農後継者・関係機関20名程が参加
し行われました。岐阜県酪連朝日修副会長、岐
阜県農政部畜産課溝口博史畜産指導監による挨

拶のあと、全酪連指導・企画部吉村薫
指導組織課長より「酪農情勢と将来展
望について」と題して講演が行われま
した。吉村課長からは、昨今の酪農情
勢と生産基盤拡大に向けた全酪連の取
り組み、全国の後継者支援の取り組み
などについての説明が行われました。
なお、次回の岐阜県酪農担い手支援活
動は、婚活が計画されているとのこと
です。　　　　　　　　　　　　（K.T）

名古屋

支所発
岐阜県酪連「酪農担い手研修会」開催

三重県において２月19日㈰に、「第10回
美し国三重市町対抗駅伝」が行われました。こ
れは、県内のスポーツ推進を図るため、市町別
に小学生から成人までの男女10人が混成チー
ムを作り、津市の県庁前から伊勢市の県営総合
競技場までの10区41.695kmを走る駅伝大
会です。三重県酪農業協同組合連合会(谷川原
万欣代表理事会長)はゴール地点の市町交流市
場にブースを出展し、県酪連・四日市酪農業協
同組合・大内山酪農農業協同組合のスタッフで
協力して牛乳配布を行いました。県内産の四酪
牛乳と大内山牛乳の暖かいものと冷たいものを
用意し、ゴール付近に集まった大勢の選手·応
援団・観客に飲んでもらいました。子供からお
年寄りまで多くの人がブースに集まり、「おい

しい」、「どこにいけば買えるの」などの声が出
ていました。三重県は牛乳好きの県民性のよう
です、今後も県内の牛乳人気の向上が期待され
ます。　　　　　　　　　　　　　　　（Y.K）

名古屋

支所発
三重県酪連

「市町対抗駅伝牛乳配布」実施

▲ 朝日副会長挨拶
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名古屋

支所発
酪農生産研究会

「平成28年度 第３回会員職員研修会」開催される

２月22日㈬に酪農生産研究会（田上政治会
長）の今年度第３回会員職員研修会が全酪連名
古屋支所において開催され、総勢19名が出席し
ました。

今回は「規制改革について」（日本酪農政治連
盟 笛田健一幹事長）、「風味異常乳について」（東
海酪農業協同組合連合会 塩治隆志次長）、「現

場での取り組みについて」（飛騨酪農農業協同組
合 長瀬和仁酪農部係
長）、「TMR飼料のご
提案について」（全酪
連 生野剛職員）の４
つの講演が行われま
した。　　　　

▲ 笛田幹事長 ▲ 塩治次長

▲ 風味異常の違いを確認

▲ 長瀬係長 ▲ 生野職員

大 阪

支所発
兵庫県酪農協が大学生を対象に

「もぅ～もぅ～スクール」を開催
▶︎ 講義に聞き入る学生さん

去る1月27日㈮、兵庫県酪農農業協同組合
（丸尾建城代表理事組合長）は、兵庫県畜産課の
協力を受け、従来の小学生から大学生を対象とし
た新たな取り組みとなるふれあい酪農体験授業

「もぅ～もぅ～スクール」を開催しました。
今回の「もぅ～もぅ～ス

クール」では、兵庫県立大学
姫路キャンパスで管理栄養士
を志している環境人間学部環
境人間学科2回生43名が授
業を受けました。

第１講義の「酪農の話」では、三木市の酪農家
西山ファシリテーターから牛
のことや酪農ことについて学
んだ後、第2講義の「牛乳
のお話」では、日本乳業協会
相談員の入口さんより牛乳に
ついての講義を受けました。

「牛乳のお話」は、従来の小学生を対象としたわ
かりやすいものとは異なり、管理栄養士の卵とい
うこともあり非常に細かくレベルの高い牛乳につ
いての講義となり、参加した学生は真剣なまなざ
しで聴講していました。

そして、講義の後の体験学習では、入口さんの
指導のもとバター作りを行い、みんなで実食しま
した。

彼女たちが今
後大学を卒業し、
管理栄養士とし
て就職したとき
に、牛乳につい
て理解を広めて
行ってくれ、牛
乳の普及拡大に
つながればと思
います。  （N.K）

▲ 西山ファシリテーター

▲ 日本乳業協会
入口さん　
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平成29年２月１日㈬～５日㈰にかけJAさ
が（金原壽秀代表理事組合長）主催の「さが農
業まつり」が本年も開催されました。

さまざまな佐賀県の農産物や特産物が並ぶ
中、JAさが職員、佐賀県酪農婦人部連絡協議会

（原口眞理子会長）会員、本会福岡支所職員に
て牛乳の試飲、
チーズの販売を
行いました。さ
まざ まな 種 類
の チ ー ズ が 並
ぶ中、スモーク
バーミーチーズ

のわさび味は、絶妙な後味で好評を博しました。
4 ～ 5日目には搾乳の疑似体験ができる理解

醸成活動ブースも設置され、酪農が身近に感じ
ることができる取り組みとなりました。    （U.T）

福 岡

支所発
「さが農業まつり」開催!

▲ 活動風景

▲ 体験の様子

▼ 搾乳体験ブース

１月30日㈪、長崎県長崎市のホテルニュー長
崎において、九州酪農青年女性会議（小薗千弘
委員長）主催の「平成28年度指導者研修会」が

開催されました。地震や台風な
ど様々な災害に遭った2016年
でしたが、九州の酪農は負けな
い！これからもがんばっていこ
う！という思いが今回のテーマで

ある「がんばらんば九州酪農～ピンチこそチャン
スばい」となり、九州沖縄各県より約100名の酪
友が集結しました。

開会式では、九州酪農青年女性会議  小薗千弘
委員長の主催者挨拶の後、長崎
県農林部畜産課の大曲祥之課長、
長崎県酪農業協同組合連合会の
中村隆馬代表理事会長から祝辞
が述べられました。

今回の研修会は、
全酪連技術顧問の村
上明弘講師をお招き
し、「酪農産業における青年・女性の役割と重要
性」と題し、自らの経験を踏まえた話や、普段忘
れてしまっているような牛の話、経営など幅広い
分野での話をしていただきました。

講演の終了後には意見交換会が行われました
が、「酪農若手職員を有能技術者に育てていくに
はどうしたらいいか」、「若手酪農家の意識向上の
ためにぜひまた講演をお願いしたい」などの力強
いご意見を頂くことができました。

また、研修会後の交流会では、長崎県農林部
畜産課の酒井浩課長補佐による歓迎の挨拶と乾
杯に始まり、地元長崎県から龍

じゃおど

踊りのアトラク
ションが披露される中、活発な交流が行われま
した。　　　　　　　　　　　　　　　 （U.T）

福 岡

支所発
『がんばらんば九州酪農～ピンチこそチャンスばい』
九州酪農青年女性会議「平成28年度指導者研修会」を開催!

▲ 小薗千弘委員長

▲ 中村隆馬会長

▶ 研修会の様子
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原 料 情 勢 平成29年2月

2月9日発表
米国農務省
トウモロコシ
需給予想

【15/16年産】　�作付面積88.0百万エーカー、単収168.4bu/エーカー、生産量136億200万bu、総需要量136億
6,400万bu、期末在庫17億3,700万bu、 在庫率12.7%　需給両面で増減なし。

【16/17年産】　�作付面積94.0百万エーカー、単収174.6bu/エーカー、生産量151億4,800万bu、総需要量146億
2,000万bu、期末在庫23億2,000万bu、在庫率15.9%　需給面で増加。期末在庫は減少。

トウモロコシ
相場動向

好調な輸出需要や大豆価格の上昇につられトウモロコシは前月から堅調に推移した。今年の米国中西部では例
年対比で温暖であり、2月の気温としては異常な温度となっている。一説にはこのパターンは1988年の旱魃年
以来とも言われている。アルゼンチンでは収穫が始まっており、作柄も良く昨年より増産見通しである。

2月9日発表
米国農務省
大豆需給予想

【16/17年産】　�作付面積83.4百万エーカー、単収52.1bu/エーカー、生産量43億700万bu、総需要量41億800万
bu、期末在庫4億2,000万bu、在庫率10.2%　　需給両面で増減なし。

大豆粕相場動向

米国産は需要供給両面で増減なく、期末在庫は前月据置の420百万buとなった。当日の取引は、市場予想で減
少が見込まれていた期末在庫が据置かれたことを受けて売りが先行、終盤買戻しが見られたが、値を下げ前日
比-8-1/4￠の1,050￠1/2（3月限）で終了。国内産は搾油量は前年並み。シカゴ相場高騰の影響を受け強含ん
でいる。輸入品は中国産から米国産、南米産、インド産といった他産地への移行が見られていたが、価格競争
力の面から再び中国産に戻りつつある状況。中国では国内大豆粕需要が緩和している模様。相場は前期対比値
上げで推移している。

糟糠類

【一般フスマ】季節的な面から製粉メーカーの挽砕は減少する時期で、発生量は低調に推移。他糟糠類原料が値上げとな
る中、今期は据置となったため需要は増加傾向、需給は引締まる見込み。相場は横ばいからやや強含むものと予想。

【グルテンフィード】国内スターチメーカーは季節的な要因から稼働が落ちる時期で、発生量も減少。今期の値上げも
あり需要は減少、需給バランスは取れている状況。今後はスターチメーカーの稼働も上がることから、相場は横ばい
から若干緩むことが予想される。

海上運賃
中国の連休明け以降の相場見極めのため、船主も傭船筋も動きづらい状態が続きパナマックス型市況は軟調な推移
となった。引き続き南米東岸積み中心に安定的に引き合いが散見されたが、市況を押し上げるには至らなかった。

米国産トウモロコシ生産量と期末在庫の推移
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輸入粗飼料の情勢 平成29年2月

北米コンテナ船
フレート

2月1日付通知の海上運賃値上げ（GRI）はほとんどの船社で回避の判断に至りましたが、3月1日付で再度
GRIを通知する船社も出て来ています。依然値上げの圧力は弱まっておらず、不透明な状況が続いています。

ビートパルプ

【米国産】2016年産は既報の通り、一部地域を除き作柄は総じて良好で、ペレットの生産量も昨年並みになると
予想されていました。しかしながら、ここにきて生産量が当初より大きく下方修正されそうな見込みです。
米国産ビートパルプの中国向け輸出が徐々に始まっています。現行では様子を見ながらコンテナでの出荷のみ
のようですが、今後需要が高まり、米国産以外の輸入許可が下りない場合、2017年以降の米国産の価格上昇が
懸念されます。

アルファルファ

ワシントン州では1月に入り降雪が増え、山間部には昨年並かそれ以上の積雪量があり、2017年産クロップに
関しても今のところ水不足の心配はないと言われています。また、カリフォルニア州においても、北部の主要
な水源であるシエラ・ネバダ山脈周辺の1月の降雪量は、すでに例年の1年分とも言われ、1995年以降で最大
の積雪量を記録しています。このため、これらの地域の牧草主産地で過去5年にも及んだ水不足の懸念は和ら
いでいます。
16年産の在庫については、西海岸各産地における高成分の上級品は限定的で、中級品から低級品在庫に対する
引き合いも引き続き堅調です。2016年産は産地相場が前年に比べ軟調だったことから、アルファルファから他
の作物に圃場を切り替える生産農家も出てきているようです。このため、2017年産の作付面積は総じて減少す
ると予想されています。

チモシー

【米国産】現地在庫はほぼ完売となっています。追加の買付は難しく、今後は契約済みの在庫を繋いでいくこと
になりそうです。産地価格は引き続き強含みで推移しています。
主産地ワシントン州の17年産の作付面積は、横ばいからやや増加を予想しています。すでに16年産はほぼ完
売の状況ですので、17年産の作柄・生産量次第では、さらなる産地相場の上昇の可能性もあります。

【カナダ産】米国産同様、日本や韓国向けの輸出が堅調なことに加え、カナダ国内での乳牛肉牛向けの需要も安
定しており、どのグレードも完売となっているところが多くなっています。中部クレモナ地域ではここ3年の
不作により、16年産の作付面積はやや減少しましたが、国内外の堅調な需要を受け、17年産の作付面積はやや
回復すると思われます。レスブリッジ地区も16年産の在庫はほぼ完売の状況で、こちらも17年産の作付面積
はやや増加する見込みです。

スーダングラス
2016年の輸入量は4年連続の減少で約250,000t（前年比約1割減）となりました。16年産の産地相場は15年
産に比べるとやや軟化しましたが、繰り越し在庫は少なく、16年産の生産量も減少したことから供給過多には
ならず、全体の需給バランスは比較的均衡が取れている状況です。

クレイングラス

クレインは全酪連の登録商標です。2016年の輸入量は2年連続の減少で約66,000t（前年比約6%減）となっ
ています。15年産から16年産にかけて、生産農家が満足する相場ではなかったため、16年産期中から作付面
積は減少しています。
韓国向けの出荷は引き続き活発で、2016年の年間輸出量は日本向け並みかそれ以上になる見込みです。他のイ
ネ科牧草に不足感があることから、今後の需要も堅調に推移するものと思われます。

ストロー類
主産地であるウィラメットバレーでは、品薄の状態が続き年末年始にかけて産地相場大幅に上昇しました。韓
国の国内産稲ワラの不足は深刻で、年明け以降も強い引き合いが続いています。一部サプライヤーでは契約し
た数量を確保できず、期近の船積みができないケースが散見され、日本国内の品薄感が増しています。

オーツヘイ

【西豪州】輸出向け需要は引き続き旺盛で、各工場フル稼働が続いています。上級品は全体のおよそ30%程度
ですが、南豪州・東豪州の上級品の不足感からその需要が集中していると思われます。今年の収穫はストロー
も含め全て終了しており、現在はストローの集荷が進んでいます。しかしながら、1月末に激しい降雨があり、
倉庫搬入前のストローが降雨被害にあっている可能性があり、輸出向け品質の生産量は当初の予想よりも大幅
に減少しているようです。

【南豪州】今年の収穫は終了しました。既報通り、当地域のオーツヘイの良品の発生は少なく、全体の15%前
後と言われています。ストロー類についても収穫期の降雨により被害が生じています。収穫の進捗も未だ50%
程度で、雨あたりや倒伏が多く発生しているようで、厳しい作柄になりそうです。
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各地の需給動向

【東�北】生産は、前年比 99.4％。乳業者の処理は堅調に推移。飲用牛乳向けは 102.5％、はっ酵乳等向け 97.7％、特定乳製品向けは
81.5％となった。

【関�東】生産は、メガファームの牽引もあり、前年比 99.3％。乳業者処理は大手中心に好調であった。飲用牛乳向けは 102.5％、はっ
酵乳等向け 100.8％、特定乳製品向けは 77.9％となった。

【東�海】生産は 99.2％。月初より乳業者処理は好調に推移していた。飲用牛乳向けは 99.6％、はっ酵乳等向けは 105.5％、特定乳製品
向けは 85.9％。

【近�畿、中国、四国】生産は、近畿 98.3％、中国 99.0％、四国 100.6％。乳業者の処理は年末年始から中旬にかけて順調に推移していた。
飲用牛乳向けは近畿 98.1％、中国 101.4％、四国 105.2％。

【九�州】生産は、前年比 98.0％となり、当初見込みより上振れした。乳業者の処理は、年末年始好調も休み明けには落ち着いた。飲用
牛乳向けは 96.7％、はっ酵乳等向けは 104.3％、特定乳製品向けは 96.5％となった。

用途別販売数量

飲用向 269,749tで、前年同月比 7,816t(3.0%)増加

はっ酵乳向 36,429tで、前年同月比 666t(1.9%)増加

クリーム向107,934tで、前年同月比 2,477t(2.3%)増加

チーズ向 37,216tで、前年同月比 1,093t(3.0%)増加

特定乳製品向143,076tで、前年同月比 20,537t(12.6%)減少
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都府県 277,508tで、前年同月比 2,967t(1.1%)減少全国 594,406tで、前年同月比 8,484t(1.4%)減少

北海道 316,898tで、前年同月比 5,517t(1.7%)減少
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用途別生乳処理量

❶ 牛乳等向処理量

❸ クリーム向処理量

❷ 特定乳製品向処理量

❹ チーズ向処理量
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③
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④
クリーム向

③
チーズ向

④
2015. 4月 625 620 322 298 148 150 114 37 2016. 4月 633 626 323 303 157 145 108 37

5月 649 644 347 297 151 146 109 37 5月 653 649 350 299 152 147 108 39
6月 625 620 349 271 126 145 107 38 6月 626 622 350 272 128 143 105 38
7月 629 624 338 286 133 153 110 43 7月 631 627 345 282 132 150 111 39
8月 608 604 323 281 133 148 107 41 8月 610 606 329 277 130 147 108 40
9月 593 588 338 250 107 143 107 36 9月 586 581 349 232 90 142 107 35

10月 603 599 344 255 107 148 111 37 10月 600 596 350 246 101 144 109 36
11月 588 584 329 255 110 146 110 36 11月 579 576 330 246 105 141 110 31
12月 620 616 311 304 158 147 109 37 12月 610 606 312 294 153 141 109 32

2016. 1月 627 623 317 305 165 140 101 39 2017. 1月 618 614 320 294 154 139 102 37
2月 595 591 314 277 142 135 100 35 2月
3月 644 639 321 318 170 148 109 39 3月

年 度 計 7,407 7,352 3,953 3,398 1,649 1,749 1,295 455 年 度 計 6,148 6,103 3,360 2,743 1,302 1,440 1,077 364

単位：千t

用途別処理量計 用途別処理量計
乳製品向

その他乳製品向 その他乳製品向

乳製品向

資料：農林水産省「牛乳乳製品統計」
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平成２８年
１２/１５

自由民主党　
農林・食料戦略調査会、農林部会、
合同会議にて、平成29年度農林水産
関係予算に関する要請を実施

（於：自由民主党本部）

平成２９年
１/１6

自由民主党　
日・EU経済連携対策議員連盟　
第１回（設立総会）総会

（於：自由民主党本部）

１/２５

（緊急）三役会議を開催
◆ �日EU・EPA交渉について
◆ �加工原料乳生産者補給金制度の改革

（スキーム）について
を協議

（於：酪政連事務所）

２/１３

（緊急）三役会議を開催
◆�日EU・EPA交渉について
◆�加工原料乳生産者補給金制度の改革
　（スキーム）について
を協議

（於：全理連ビル４階特別会議室）

２/１４

酪政連　事務局長会議を開催
◆ �加工原料乳生産者補給金制度の改革に

ついて（農林水産省より）
◆ �酪政連平成29年度通常総会について
を協議

（於：全理連ビル９階会議室Ａ）

日本酪農政治連盟

酪政連活動報告
平成28年12 月～平成 29 年2月

▲ 日EU議員連盟設立総会で挨拶する岡田広会長

●	 INFORMATION
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shidoukikaku@
zenrakuren.or.jp

今月の表紙は、「第７回酪農いきいきフォトコン
テスト」（第45回全国
発表大会にて開催）で
応募頂いた作品「むか
えにきたよ」（栃木県 
小森　美佳氏　撮影）
です。

むかえにきたよ

北海道

価格状況　　……強含み　　……やや強含み　　……横這い　　……やや弱含み　　……弱含み

札 幌 支 所　TEL 011-241-0765
釧路事務所　TEL 0154-52-1232
帯広事務所　TEL 0155-37-6051
道北事務所　TEL 01654-2-2368

平成29年3月1日現在

事　務　所 畜　種 相場（万円）価格状況 管　　内　　状　　況

札幌管内

育成牛（10-12月令） 45〜55 札幌管内の2月中旬までの生乳生産量前年比は、函館管内月計92.2％、累計で95.4％、苫小牧管内
月計で95.9％、累計で96.6％の実績となっております。
3月の初妊牛動向といたしまして、5月～ 6月分娩予定、F1腹が中心となるものと思われます。
全道各地域の初妊牛価格の値上がりから、遅れてこの管内も上昇しましたが、2月の全道各地域
の相場がやや下がったことから、この管内では横這いで推移することが予想されます。

初　妊　牛 85〜90

経　産　牛 50〜55

釧路管内

育成牛（10-12月令） 55〜65 根釧管内の2月中旬までの生乳生産量前年比は、釧路管内月計で97.4％、累計で100.3％、中標津
管内月計で98.3％、累計で100.4％の実績となっております。
3月の初妊牛動向といたしまして、5月～ 6月分娩予定が中心となります。2月の管内乳牛市場
の登録初妊牛の相場は釧路841千円（前回比△75千円）、根室891千円（前回比△36千円）と前回
より弱い展開となりましたが、今後もクラスター事業等による導入需要が見込まれる事や資源不
足等により相場は堅調に推移するものと思われます。

初　妊　牛 85〜100

経　産　牛 55〜65

帯広管内

育成牛（10-12月令） 55〜65 帯広管内の2月中旬までの生乳生産量前年比は、帯広管内月計で97.7％、累計で101.2％の実績と
なっております。
3月の初妊牛動向といたしまして、5月～ 6月分娩予定、F1腹が中心となるものと思われます。
腹別では雌雄選別精液授精の出回り少なくなっており、引き合いが強くなっています。管内乳牛市
場は昨年12月開催と比べると、1・2月とやや弱含みで推移していますが、道内外の大手農場の導
入が続いており、相場は堅調に推移するものと思われます。

初　妊　牛 90〜95

経　産　牛 55〜65

道北管内

育成牛（10-12月令） 55〜60 道北管内の2月中旬までの生乳生産量前年比は、稚内管内月計で100.0％、累計では100.9％で、北
見管内では月計で99.0％、累計で99.6％の実績となっております。
3月の初妊牛動向といたしまして、5月～ 6月分娩でF1腹中心の購買となります。今年に入り道
内各市場ともやや弱含みで推移しております。乳牛高騰による影響で、都府県の購買意欲が低下し
取引頭数も減少していますが、相変わらず、F1腹を中心に需要があります。また、経産牛の需要も
強くなっております。後も春分娩牛であること、大型牧場の需要増が見込まれことから、相場は堅
調に推移すると思われます。

初　妊　牛 85〜95

経　産　牛 55〜70

道内総括

育成牛（10-12月令） 55〜60 道内の2月中旬までの生乳生産量前年比は98.1％、累計で100.2％の実績となっております。
3月の初妊牛動向につきましては、5月～ 6月の分娩牛が中心となります。昨年来、上昇を続けて
きた初妊牛相場は、2月に入り一服となっております。しかしながら、今後メガ・ギガファームの
大口導入もあり需給がタイトに推移する事から初妊牛価格の大幅な下げは無いと思われますが、
市場の価格推移を見守る必要があるようです。年度内導入のご希望がございましたら価格、分娩腹
等に幅を持ったご注文を宜しくお願い致します。

初　妊　牛 85〜95

経　産　牛 55〜65

※上記相場は、血統登録牛（中クラス）の庭先選畜購買による予想相場です。庭先選畜購買のため、市場購買とは異なり、価格差が生じます。

INFORMATION	 ●
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入賞作品紹介入賞作品紹介

今月の今月の

※この作品は本会と全国酪農青年女性会議共催の「第43回らくのうこどもギャラリー」で
全国674点の応募作品から入賞12点に選ばれたものです。 主催　全国酪農青年女性会議

今 月の入賞作品は、総社市立総社北小学校（西日本）2年の御厨 穂香さんの作品です。
　　　牛さんを中心に人や花などがたくさん描かれた元気のある作品です。クレヨンと水彩
による絵肌の面白さや、牛さんの毛並みが細かい線で一本一本描かれ、生き生きとした絵に
仕上がってます。

うしさんのおいしい牛乳
総社市立総社北小学校（西日本）2年　御厨 穂香


